
精神障害中の自殺有責法理の研究
――ドイツ法からの示唆を得て――

� 岐 孝 宏

Ⅰ�問題の所在

精神障害中の自殺は, 死亡保険契約に存在する自殺免責規定 (保険法

��条１号参照) にいう自殺ではなく, 保険者は免責されない｡ わが国に

おいて, この法理 (精神障害中の自殺有責法理) は, 通説
(１)

, 判例 (大審

院大正５年２月��日判決民録��輯���頁) が認めるところであり, その

結果自体に異論はみられない｡

ところが, なぜ, そのような例外則が認められるのか, という同法理

の根拠の説明としては, そこに, ｢それは自殺 (したがって, 免責事由)

にあたらない｣ というような, 同語反復的 (トートロジーな) 説明が行

われることはあっても, それ以上に議論は深化していない｡ そのように,

同法理の存在とそれが導く結論 (保険者の有責) には異論を見ないもの

の, 同法理の理論的根拠の検討は, いまだ, 十分になされていないと思

われる｡

いったい, 精神障害中の自殺有責の法理は, どのような理論的根拠に

支えられた法理であろうか｡

また, 同法理の具体的適用にあたり問題となる論点として, 保険者の
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有責 (例外則の発動) を導くために必要とされる精神障害のレベル (ど

の程度の障害があれば, 例外則が発動するのか) をどう考えるのかとい

う論点が出てくるが, これについても, 現在, 学説, 裁判例に見解の一

致があるとは思われない｡

いったい, 精神障害中の自殺有責の法理は, どのような適用範囲をもっ

ているのであろうか｡ どの程度・レベルの精神障害が確認されれば, 例

外則が発動することになるのか｡

上記, 各問題は, おのずと, 相互に関連性をもってこよう｡ というも

のも, 同法理の理論的根拠から同法理の適用範囲を考察していく, とい

う思考方法が, きわめて自然な発想としてでてくるものと思われるから

である｡

他方において, 精神障害中の自殺と保険者の責任に関する議論には,

｢自由な意思決定｣ という概念が非常に頻繁に登場する｡ ところが, そ

の中身を解明しようという試みも, ほとんどなされていないのが現状で

ある｡ すでに法概念となっているとみられる同概念は, 近年の下級審裁

判例によれば, 免責と有責とを切り分ける分水嶺の役割を果たしている

が, 肝心のその内容はほとんど解明されておらず, 現在, 下級審裁判例

が模倣しながら復唱するように, いわゆる総合考慮をして自由な意思決

定による自殺であったかどうかを判断する, といっても, 実は, その総

合考慮を投げ込むべきゴールそのものの形 (中身) が, 十分に見えてい

ないのが現状であって, ｢自由な意思決定｣ というだけの抽象論以上に

は, 具体化, 明確化されていない (なお, そのことは, 同時に, 個々の

紛争での裁判所による自由な意思決定の有無の判定が真に正しかったの

かどうかを事後的に検証する, その ｢標準ないし判定基準｣ すら持ち合

わせていない, ということをも意味し, その観点からの問題性もはらむ)｡

いったい, 自由な意思決定という概念の具体的な中身, 内容は, どの

ようなもの (決定) であろうか｡ そもそも, 自由な意思決定という概念

は, どこからやってきたのであろうか｡
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いずれにしても, この ｢自由な意思決定｣ という概念は, 下級審裁判

例によれば, 免責と有責とを切り分ける基準概念とされているので, そ

の具体的内容にかかる議論は, おのずと, 先の問題, すなわち, 精神障

害中の自殺有責法理の理論的根拠ないし同法理の適用範囲の問題の議論

にも, 重大な影響を及ぼすであろう｡

本稿は, そのように, 相互に関連性を有しうる上記の諸問題, すなわ

ち, 精神障害中の自殺有責法理の理論的根拠, その例外則を導くために

必要な精神障害の程度, そして, 自由な意思決定概念の具体的内容・中

身を解明しようとするものである｡

その考察にあたっては, 自由な意思決定 (�������������	
��
��
�


�	�) という法律概念を用いた上で精神障害中の自殺有責法理を明文

規範として用意する, ドイツ保険契約法 (���条１項２文) における議

論を参考にしながら, 行うものとする｡

Ⅱ�精神障害中の自殺にかかる法理の検討

１�日本における議論

(�) 精神障害中の自殺が免責とならない理論的根拠について

死亡保険契約において, 被保険者が ｢自殺｣ したとき, 保険者は保険

給付をする責任を負わない (保険法��条１号)｡ しかしながら, 精神障

害中や心神喪失中の被保険者が自己の生命を絶った場合, そこにいう

｢自殺｣ に該当せず, 保険者は保険給付責任を免れない
(２)

｡

そのように, 自殺免責の適用がある自殺には, 被保険者の精神障碍中

の自殺は含まれないというのが, 確立した判例である, とされ
(３)

, 学説も

特段, それに異論を唱えるものはなく, これが, いわゆる精神障害中の

自殺有責法理である｡

中京法学��巻４号 (����年) ���(��)



しかし, そのような結論になるということとは別に, なぜ, そのよう

な例外則が認められるのか, という理由, すなわち, 精神障害中の自殺

有責法理の法律的根拠ないし理論的根拠に焦点を当てる議論は, これま

で, あまりなされてこなかった｡

実はそのこと自体, 奇異である｡ というのも, ドイツなどとは異なり,

わが国には, 明文の法律規定にそのような例外則 (例外規範) が定めら

れておらず, したがって, まったく解釈をもってそのような書かれざる

法規範を認めているわけであるが, そうであればこそ, 当該法理の理論

的根拠から議論をはじめることとし, せめてその根拠 (実質的理由) か

ら当該例外法理を正当化する, という作業が行われてもよさそうである

ところ, それがなされていないからである｡

いずれにしても, そのような状況にあるので, これまでの判例, 学説

が述べてきたところにヒントを得て, それらが, 精神障害中の自殺有責

法理の理論的根拠をどう考えているのか, その立場を探ってみることと

したい｡

まず, 精神障害中の自殺が, なぜ, 免責とならないのかということに

ついて, その根拠は, それ (精神障害中の自殺) は, ｢自殺 (すなわち,

免責事由そのもの) にあたらない｣ からと説明するのが, 一般的である
(４)

｡

しかし, その議論をより詳細に分析するとき, 主に２つの立場がある

ように思われる｡

一つは, ①精神障害中や心神喪失中の行為には, 自己の生命を絶つ意

識ないし意思決定が欠けるので, そのことを理由に, ｢自殺 (免責)｣ と

ならない, と考える立場である｡

例えば, この問題のリーディング・ケースである大審院大正５年２月

��日判決 (民録��輯���頁) は, その立場にあると考えられ, ｢商法第四

百三十一条第一項第一号ニ所謂自殺トハ被保険者カ故意ニ自己ノ生命ヲ

断チ死亡ノ結果ヲ生セシムル行為ヲ指称スルモノニシテ死亡ノ結果カ過

失行為ニ基因スルカ若クハ精神病其他ノ原因ニ依リ精神障碍中ニ於ケル
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動作ニ基因シ被保険者カ自己ノ生命ヲ断タントスルノ意思決定ニ出テサ

ル場合ヲ包含セサルモノトス｣ と判示している
(５)

｡

また, 代表して, 大森忠夫説も, この立場であり, ｢ここに自殺とは,

自己の生命を絶つことを意識し目的としてその生命を絶つことをいう｡

したがって, 過失による場合はもちろん, たとえば意思無能力者や精神

病その他による精神障害中や心神喪失中の被保険者が自己の生命を絶つ

場合のように, 生命を絶つ意識なくしてなす場合はここにいわゆる自殺

に該当しない｣ と述べている
(６)

｡

これらは, 自己の生命を絶つ ｢意識ないし意思決定の欠如｣ を例外法

則の根拠とするので, その限りにおいて, ｢精神障害中の自殺は, ｢死の

結果に対する意識・意思が欠如する (換言すれば, 死の結果に対する故

意が欠如する)｣ がゆえに, 自殺にあたらない｣ と考える立場である,

とまとめることができる
(７)

｡ これが, 従来の学説の多数説であったと考え

られる｡

もう一つは, ②精神障害中や心神喪失中の行為には, 自由な意思決定

が欠けるので (自由な意思決定をなしうる状態にないので), そのこと

を理由に, ｢自殺 (免責)｣ とならない, と考える立場である｡

先の見解との違いでいえば, ｢自己の生命を絶つ意思の欠如, すなわ

ち, 死の結果に対する意識・意思の欠如｣ ではなく, ｢自由な意思 (決

定) の欠如｣ をその根拠に据える立場である｡

例えば, 大審院昭和��・�・��大審院判決全集７輯��号５頁は, 原審

は ｢本件自害行為ハ当時原判示ノ如キ事情ニ因ル強度ノ神経衰弱症ノ結

果精神障碍中ノ動作ニシテ固ヨリ自己ノ自由ナル意思決定ニ基クモノナ

ルニ非サルモノナル旨認定シ右行為ニ基因スル同人ノ死亡ハ本件保険約

款第十二条第一項所定ノ自殺ニ該当セサルヲ以テ上告会社ハ右約款ヲ云

為シ本件保険金ノ支払ヲ拒否シ得サルモノトシテ上告人ノ抗弁ヲ否定排

斥シタルモノニシテ｣ 所論の違法はない, と判示している｡

また, 代表して, 山下友信説は, この立場であり, ｢…精神障害中で

中京法学��巻４号 (����年) ���(��)



あるということは, 被保険者が自由な意思決定をなし得る状態にはない

ということを意味し, そのような状態にある被保険者には自殺という法

的効果である保険者の免責の効果を帰せしめることができない｣ と述べ

ている
(８)

｡

さらに, 近時の多数の下級審裁判例も, この立場であり, 要旨, ｢自

由な意思決定ができない状態で自殺した場合は自殺免責にいう自殺には

含まれ｣ ないが, ｢被保険者が自由な意思決定能力を喪失していた場合

は当然として, 同能力を著しく減弱していた場合でも｣, ここにいう,

｢自由な意思決定ができない状態｣ にあたる, という判断をしている
(９)

｡

これらは, ｢自由な意思決定の欠如｣ を例外法則の根拠とするので,

その限りでは, ｢精神障害中の自殺は, 『自由な意思決定が欠如する』 が

ゆえに, 自殺にあたらない｣ と考える立場である, とまとめることがで

きる
(��)

｡

もっとも, これらの立場は, 自由な意思決定という法概念がどこから

やってきたのか, また, どのような内容の意思決定が ｢自由な意思決定｣

になるかという点 (自由な意思決定の意義ないし法律上の根拠) につい

て, それをほとんど明らかにしていない
(��)

｡ 下級審裁判例によっても, 自

由な意思決定ができない状態とは, 意思決定能力の喪失ないし減弱をい

う, ということ以上に明らかになっておらず, 自由な意思決定概念その

ものが明確にされているわけではない｡

いずれにしても, 故意の概念, すなわち, 死という結果に対する認識

という概念と, 自由な意思決定という概念とが, 同じではなく, 一般論

としていえば, 後者の概念は前者より広い概念であると考えられる (仮

に死という結果について意識・意思があったとしても, その行為を決断

した意思形成に不自由があったという場合がありうる) ので, 故意が欠

如する場合を有責にする, という先の考え方よりは, 広く, 有責の結果

を導きうる考え方であるとはいえよう｡

以上, まとめると, 精神障害中の自殺有責法理は, 従来の多数説の立
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場からは, ① ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思が欠如する (故意の欠

如する) 場合には自殺にあたらない｣ という理由 (理論的根拠) により,

有責の結論を導く法理と理解されており, 他方, 近時の有力説及び下級

審裁判例の立場からは, ② ｢自由な意思決定が欠如する場合には自殺に

あたらない｣ という理由 (理論的根拠) により, 有責の結論を導く法理

と理解されている
(��)

ようである｡

(�) 保険者有責を導くために必要とされる精神障害のレベルについて

それでは, どのようなレベルの精神障害が影響していれば, 免責事由

である ｢自殺でない｣ と評価されるのか｡ この点についても, これまで,

十分明らかにはされてこなかった
(��)

｡

精神障害のレベルについて, ひとまず, 法律上, 心神喪失 (民法７条

参照：精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある), 心

神耗弱 (民法��条参照：精神上の障害により事理を弁識する能力が著し

く不十分である), その他 (民法��条参照：精神上の障害により事理を

弁識する能力が不十分である) の色分けがあるという前提で考えるとき,

学説の中にも, 裁判例の中にも, 見解の対立があるように思われる｡

まず, 学説について, ①山下友信教授は, ｢自由な意思決定をなしう

る状態になかったこと｣ を保険者有責の根拠とする立場であるが, その

立場から, ｢局面は異なるが, 法律行為論上の意思能力の欠如と実質的

には同じ程度｣ のレベルの精神障害が存在すれば, 保険者の有責が導か

れるとする
(��)

｡ 民法において, 民法７条が規定する �いわゆる心神喪失�

の状態は, 通常の状態で意思能力がない状態といわれ, 他方, 民法��条

が規定する �いわゆる心神耗弱�の状態は, 意思能力はある (が財産管

理に関する判断能力が平均より著しく低いとされる) 状態といわれてい

るので
(��)

, そうすると, 意思能力の欠如を要求する上記の見解は, 心神喪

失レベルの精神障害の存在を要求する立場になるのではないかと思われ
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る
(��)

｡ 下級審裁判例にも, その立場に親和的なものがみられる (ただし,

少数のようである
(��)

)｡

また, 大森忠夫博士は, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思が欠如す

る (故意の欠如する) こと｣ を保険者有責の根拠とする立場であるが,

その立場から, ｢意思無能力者や精神病その他による精神障害中や心神

喪失中の被保険者が自己の生命を絶つ場合｣ には自殺に該当しないと論

じており, ここに, 意思無能力や心神喪失という用語が出てくることか

ら, やはり, 心神喪失ないし意思能力の欠如と同じレベルの精神障害の

存在を念頭に置き, それを要求する立場ではないかと推察される｡

他方, ②竹�修教授は, おそらく, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意

思が欠如する (故意の欠如する) こと｣ を保険者有責の根拠とする立場

であると思われるが, いずれにしても, ｢故意を否定するためには, 被

保険者が心神耗弱, 心神喪失の状態や事理弁識能力がなく, およそ本人

の意思活動といえない場合を要すると解するのが一般である｡ 病気等に

より精神障害があるとしても, それが行為時点において心神耗弱など被

保険者の意思活動をほぼ無きに等しい状態にしていたと認められること

がなければ故意を否定することはできない｣ とする
(��)

｡ これは, 心神喪失

レベルに至らない, 心神耗弱レベルの精神障害しかない場合でも, それ

が認められる限りは, 保険者の有責が導かれるとする立場である
(��)

｡

また, とりわけ平成年間に入ってからの多くの下級審裁判例も, その

ように, 少なくともいわゆる心神耗弱レベルの精神障害があれば保険者

の有責を導いてよい, という立場のようであり, そこでは, ｢自由な意

思決定をなしうる状態になかったこと｣ を保険者有責の根拠とする立場

をとりながら, ｢被保険者が自由な意思決定能力を喪失していた場合は

当然として, 同能力を著しく減弱していた場合でも｣, ここにいう, ｢自

由な意思決定ができない状態｣ にあたる, という判断がなされている
(��)

｡

なお, 裁判例上, どのような場合に, ｢著しい減弱｣ が認められてきた

かを付言するに, それらの判断は, 実態としては, 相当に, 医師の意見
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書ないし医師の鑑定意見に依存しながら, うつ病の事案であれば, 中等

症うつ病エピソード (�����
(��)

�	�
�) では足らず, 重症うつ病エピソー

ド (����� �	�
�, �	�
�等) か, 少なくとも中等症以上で重症に近い

程度の症状がみられるとの医師の鑑定・意見がある場合に
(��)

, また, スト

レス反応の事案であれば, 重度ストレス反応及び適応障害 (�����

��	) に罹患していたとの医師の鑑定・意見がある場合に
(�	)

, また, 情緒

不安定性人格障害 (����� ���
	) の事案にあっては, 衝動的行動を

症状として伴うことがあるとされる精神障害に罹患していたとの医師の

鑑定・意見がある場合に
(��)

, 結果として ｢著しい減弱｣ が認められている｡

いずれにしても ｢著しいといえるのか｣ という, 評価に幅の出る判断が,

何らかの標準ないし基準なく行われている, というのが現状のようであ

り
(�
)

, また, そうであるからこそ, おのずと, 医師による医的な評価 (重

症の精神障害への罹患の事実) に重点がおかれる傾向を生んでいる印象

を受ける
(��)

｡

他方, ③長谷川仁彦氏は, おそらく, ｢自由な意思決定をなしうる状

態になかったこと｣ を保険者有責の根拠とする立場であると思われるが,

『心神喪失中あるいは心神減弱』 に限らず, うつ病によって意思決定能

力が制限された中での自殺は 『自由』 が制限された中でのものであり,

｢ 『自由な意思決定ができない状態』 とは, 被保険者がうつ病などの精

神状態が�意思決定能力を喪失していた場合, �意思決定能力が著しく

減弱していた場合, �うつ病など精神障害によって行為の選択が [ママ：

＜についての, と意と思われる＞] 自由な意思決定が制限されている場

合｣ をいうとする
(��)

｡ これは, いわゆる心神耗弱レベルにも至らない精神障

害しか存在しない場合でも, 保険者の有責が導かれるとする立場である｡

ところで, 学説には, 意思能力, 心神喪失, 心神耗弱という概念は使

用することなく, ｢精神障害に大幅に支配されている｣ ため自由な意思

決定ができない状態にあったときに, 免責になる, と説く見解もある
(��)

｡

この見解は, 故意免責が認められるか否かは, 実態として, 自由な意思
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決定ができたか否かの問題であって, 法律行為をなし得るか否かとは関

係がなく, その意味で, 意思能力という概念を故意免責の可否の判断基

準とすることには, 無用の混乱を招く恐れがある, という問題意識にたっ

た見解である
(��)

｡ この点, 確かに, 自殺をめぐっては, 法律行為 (意思表

示の有効無効) が問題になっているわけではないので, 意思能力という

概念を用いることは, 誤解を招く面も否定できないが, しかし, おそら

く, 論者がそこで主張したいのは, 精神上の障害により, ｢事理｣, すな

わち, ｢死の結果｣ を弁識する能力を欠く常況にあったこと (もっとも,

裁判例を引用して一時的な精神障害もありうるとする) が必要である,

ということであろう｡

以上, 学説, 裁判例では, ①精神上の障害により, 事理, すなわち,

死の結果を弁識する �能力�[自己の生命を絶つ意識・意思の欠如を根

拠とする立場から見る場合], 又は, 死という選択をする決定 �能力�

[自由な意思決定欠如を根拠とする立場から見る場合] を, (一時的であ

れ) �欠いている�, いわゆる意思無能力ないし心神喪失状態と同レベル

の精神障害が必要であるとする見解と, ②精神上の障害により, 事理,

すなわち, 死の結果を弁識する �能力�[自己の生命を絶つ意識・意思

の欠如を根拠とする立場から見る場合], 又は, 死という選択をする決

定 �能力�[自由な意思決定欠如を根拠とする立場から見る場合] が,

�著しく不十分�である, 心神耗弱状態 [尚, この場合, 意思能力はあ

る] と同レベル以上の精神障害があれば足る, とする見解, そして, ③

事理弁識能力ないし死の選択決定能力が, 単に �不十分�となる状態の

精神障害があることで足る, とする見解とが主に対立していることが明

らかになった｡

(�) 下級審裁判例の動揺

前述のとおり, 精神障害中の自殺有責法理は, ｢自己の生命を絶つ意
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識ないし意思が欠如している場合｣, または, ｢自由な意思決定が欠如し

ている場合｣ には, 自殺に該当しない, という理論的根拠により理解さ

れてきたと考えられる｡ そのため, そこでは, ｢自己の生命を絶つ意識

ないし意思｣ が欠如していたか, あるいは, ｢自由な意思決定｣ が欠如

していたかが, 免責と有責をわける唯一の判断基準となり, その事実の

存否のみが, 決定的な役割を担ってきた｡ 大審院の判例以降, 下級審裁

判例においても, 各事案において, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思｣,

または, ｢自由な意思決定｣ の欠如の有無が判断されてきた
(��)

と考えられ

る｡ なお, それらの裁判例の中には, 各事案における, 有責ないし免責

という結論の正当性を補強するため, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意

思｣, または, ｢自由な意思決定｣ が欠如する場合は自殺にあたらないと

する説明に加えて, 補強的に, 自殺免責条項の趣旨にも言及し, そこで

出される結論は ｢当該趣旨にも反しない｣, と補強説明する裁判例もみ

られたところである (ただし, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思｣ な

いし ｢自由な意思決定｣ の欠如の有無が, 免責と有責をわける唯一の判

断基準とされている点は, 何ら変わりがない
(��)

)｡

しかしながら, 近年, 一部の下級審裁判例には, ｢自己の生命を絶つ

意識ないし意思が欠如している場合｣, または, ｢自由な意思決定が欠如

している場合｣ にあたるのか, という単純な事実の存否 (のみ) が, 免

責と有責とを分けるという考え方はとらず, (そもそも) ｢自由な意思決

定が欠如している場合｣ 等になるかの評価にあたって, 別の要素, すな

わち, ｢被保険者が保険契約者と保険者との間の高度の信頼関係を一方

的に破壊したか否かの観点｣ を加え, その上で当該評価を行うべき, と

する判断もあらわれるに至っている
(��)

｡

(�) 日本法の小括と課題

これまでの議論をまとめ, その課題を指摘したい｡
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わが国には, 精神障害中の自殺に対し, 保険者が保険給付の責任を負

うことを定めた法律規定はないものの, 判例・学説は, その法理を承認

している｡

当該, 精神障害中の自殺有責法理は, 従来の多数説の立場からは,

｢自己の生命を絶つ意識ないし意思が欠如する (故意の欠如する) 場合

には自殺にあたらない｣ という理由 (理論的根拠) により, 有責の結論

を導く法理と理解されているようであり, 他方, 近時の有力説及び下級

審裁判例の立場からは, ｢自由な意思決定が欠如する場合には自殺にあ

たらない｣ という理由 (理論的根拠) により, 有責の結論を導く法理と

理解されているようである｡

さて, いずれにしても, 二つの理解は, 同じものではない｡ というの

は, 従来の多数説にいう, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思｣ の欠如

は, ｢故意 (＝結果の認識) の欠如｣ と言い換えることができる｡ これ

に対して, 近時の有力説がいう ｢自由な意思決定｣ の欠如は, 故意 (＝

結果の認識) の欠如と同義ではなく, 故意の欠如と言い換えることはで

きないからである｡ 仮に, 行為者 (自殺者) において, 死の結果が何ら

かの形で認識されている場合 (＝行為者に故意があるとき) において,

従来の多数説の立場では, 死の結果を認識して自殺行為をしている以上,

自己の生命を絶つ意識・意思は欠如していない, という評価になり (＝

死に対する故意がある), 保険者が有責になることはない｡ しかし, 他

方, 近時の有力説の立場では, 行為者が死の結果を何らかの形で認識し

て自殺行為をしていても, 自由な意思決定によらない自殺行為であった,

と評価する余地は残り, 死の結果を何らかの形で認識しているから, 当

然に, 自由な意思決定も欠如している, という評価にならないため (死

に対する故意があることと, 自由な意思決定によることとは別の問題で

ある
(��)

), 保険者が有責になることもありうる｡

そのように, まず, 議論の出発点ともいうべき精神障害中の自殺有責

法理の理論的根拠を何に求めるかという問題について, わが国の学説・
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判例は, 見解が一致していないのが現状である｡

この点, 固有の法律規定が存在しないため, その意味では比較的制約

なく同法理の理論的根拠を考えうるわが国の法制のもとで, その理解が

複数ありえて, また上記のように, 実際いくつかの考え方がありうると

しても, 先述のとおり, いずれの考え方に立つかによって免責となるか

有責となるかの結論が異なってきうるので, この問題を未解決のままと

することはできない｡ いずれにしても, どの考え方によるのか, その選

択が必要となろう｡

ところで, 上記のように, 近時の有力説の立場を採用するほうが, 従

来の多数説の立場を採用するよりも保険者の責任を広く認めることにつ

ながるのであるが, それは, 故意という概念と同義ではない, それとは

別の ｢自由な意思決定｣ という概念を導入することの結果である｡

ここでさらに疑問となるのは, そうであるとして, そもそも, ｢自由

な意思決定｣ という概念は, どこからやってきたのか, そして, その内

容は, より具体的に, いかなるものか, ということである｡

この点, 自由な意思決定という概念を用いたのは, おそらく, 前述の

大審院昭和��年判決が最初であると考えられるが, しかし, その ｢自由

な意思決定｣ 概念の沿革や内容は, これまでの学説によっても, 十分,

明らかにされてこなかった
(��)

｡ それがわが国の議論の現状であるが, そこ

には大きな問題がある｡ とくに, 近時の有力説の立場による場合は,

｢自由な意思決定｣ があったか否かが, 有責, 免責をわける決定的基準

であるのに, その決定的基準の中身・内容が, それ以上に何ら明確になっ

ていないということにほかならないからである｡ ｢自由｣ とは, 非常に

抽象的な要件である｡ そのように, ｢自由｣ な ｢意思決定｣ といっても,

何に対しての自由なのか, また, 具体的に, どのようなことが理解でき

て意思を決定していれば, ｢自由｣ であった (自由な意思決定であった)

ということになるかが明らかにされていない状態では, いわゆる４つの

判断要素を総合的に考慮して, ｢自由な意思決定｣ があったか否かを判
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断せよ, といわれても
(��)

, そのボールを蹴り込むべき肝心のゴールが見え

ないわけで, そのような判断は不可能であろう｡ 法の正確な適用と法的

安定性の確保という観点からも, この点は, 必ず, 明らかにすべき事柄

であり, 裁判官に, ｢自由な意思決定｣ の内容の解釈を全面的にゆだね

てしまっている現状は, 問題である｡

次に, ｢自己の生命を絶つ意識ないし意思｣ の 『欠如』 であれ, ｢自由

な意思決定｣ の 『欠如』 であれ, それが 『欠如する』, と評価するとき

水準 (精神障害のレベル) をどのように考えるのかについても, 現在,

学説, 裁判例に見解の一致はなく, 精神上の障害により, 事理, すなわ

ち, 死の結果を弁識する �能力�か, 又は, 死という選択をする決定

�能力�を, (一時的であれ) �欠いている�必要があるとする考え方

(意思無能力・心神喪失必要説) と, 死の結果の弁識能力ないし死の選

択決定能力を欠いている必要はないが, しかし, それらの能力が著しく

不十分であったことは必要であるとする考え方 (心神耗弱以上必要説),

その他の考え方が, 主に対立している｡ 先に見た, 理論的根拠をどう考

えるかとも関連しつつ, そのいずれの考え方が, この問題を解決するに

あたって, 適切な考え方であろうか｡

最後に, 下級審裁判例の動揺と題して, 従来とは異なった判断構造を

とる裁判例があらわれたことを紹介した｡ これは, 上述のとおり, 精神

障害中の自殺有責法理に関する理論的根拠の理解, さらには, 免責・有

責の判断基準の理解について, 現在, 学説, 裁判例の考え方が一致して

いないところからくる一つの混乱ではないかとも思われる｡

したがって, 上記の諸問題を解決して, 今後, そのような混乱 (異質

な判決) が生まれない環境を作ることが, 今後, この問題類型を安定的

に解決していくために必要となろう｡

以上, ここにあげた諸問題を解決する糸口を探すために, 次節におい

ては, ドイツ法の法状況を検討する｡

ドイツ保険契約法には, 古くから, 精神障害中の自殺有責法理が, 明
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文の法規範として存在している｡ わが国の保険法学は, 明文規定なく,

解釈にて当該不文の法理を誕生させ, そして維持してきたが, 明文の法

規範を備える法体系においてなされる議論は, 上記の諸問題を解決する

重要な糸口を提供してくれるであろう｡ また, ｢自由な意思決定｣ とい

う概念も, 実は, ドイツ保険契約法, さらには, ドイツ民法上の法概念

であり, ドイツからやってきたものである可能性が高い
(��)

｡ とくに, わが

国では頻繁に使用されるものの, その中身の議論がない, ｢自由な意思

決定｣ の本質に迫るためには, ドイツ法の議論は不可避であろう｡

２�ドイツにおける議論

以下, ドイツにおいて, いわゆる精神障害中の自殺有責法理が, いか

なる内容において展開されているのかを考察する｡

なお, 本稿の関心事は, 主に, ①精神障害中の自殺有責法理は, どの

ような理論的根拠に支えられた法理であるか, ② ｢自由な意思決定｣ 概

念の具体的内容がどのようなものであるか (例外則の発動を導くために

必要とされる精神障害のレベルはどの程度のものかという問題も含む)

という点にあるので, その点を意識しながら, ドイツ法の議論を紹介し

たい｡

(�) ドイツ保険契約法 (���) ���条の規律

まず, 当該議論の前提となる, ドイツ保険契約法���条は, 次のとお

り規定している
(��)

｡

(�) 死亡事故にかかる保険のもとで, 保険者は, 被保険者が, 保険

契約締結後, ３年の期限満了までに, 故意に (���	�
��
��), 自身を死

に至らしめたとき, 保険給付義務を負わない (一文)｡
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当該自殺行為が, 精神活動の病気的障害により自由な意思決定が排除

された状態の中で実施された場合 (������������� ��������	�
�


���
��������������
�������������������������������������

������������������	�
	�
��
��
���), 保険者は, 給付義務を負う

(二文)｡

(�) 第１項１文による期限は, 個別の合意を通じて, 引き上げるこ

とができる｡

(�) 保険者が保険給付義務を負わない場合には, 利潤の部分を含め

た解約にかかる価額を, ���条にしたがって支払わなければならない｡

そのように, ������条は, 法律の形式上, 第１項において, １文と

２文を有し, 一方で故意に自己を死に至らしたときの原則規律 (１文)

と, 他方でいわゆる精神障害中の自殺の例外規律 (２文) を置いており,

また, 自由な意思決定 (����
��������
���������
	) という概念も,

法律上 (制定法上) の概念である｡ なお, それらの事情が, わが国の法律

(��条) のもとでは見られないことは, あらかじめ, 指摘しておきたい｡

(�) 立法理由書

現行ドイツ保険契約法 (����年法)���条は, 旧ドイツ保険契約法 (����

年法) ���条
(��)

を引き継いだものである｡ そのうち, 精神障害中の自殺の

法理について規定した部分, すなわち, 旧������条２文が規定して

いた部分は, ����年法の立法理由 (政府法案理由書) において何ら言及

されることすらなく
(��)

, 内容そのままに, 現行���条１項２文に引き継が

れた｡

したがって, 現行���条１項２文の立法趣旨は, ����年������条２

文のそれから変更されていないと考えられる｡

旧������条の立法理由書は, 自殺免責とその例外としての精神障
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害中の自殺の法理について, 次のとおり, 説明している
(��)

｡

｢死亡保険において, 死亡の種類又は死亡原因というものは, 一般的

には, 保険者の責任に影響しない｡ 保険者が, ここから生じる危険を全

部の範囲において引き受けることを欲しない場合, 普通保険約款を通じ

て, または, 特別の合意を通じて, 適切な事柄を定めるということは,

彼 (保険者) の問題である｡

ここに, ある法律上の規律が, 以下の見解に従って, 得策なものとし

て, 登場する｡ 保険会社は, しばしば, 以下の場合に, その責任を拒絶

する, すなわち, 保険事故の発生が, 自殺によって引き起こされた場合

である｡ この立場に対して, 異議は, 唱えられない｡ しかし, 場合によっ

ては, 不当性を導くという, 厳格さについて, 主張されるであろう｡

この法律は, 双方の利益の調整を見つけ出すという任務を, 免れるこ

とはできない｡

草案は, まず, ���条１文において, もちろん���条, ���条, ���条か

ら, 保険料準備金に関して生じる保険者の義務とは関係なく, 保険者は,

以下の場合, 給付義務を免れるという規律を立てている｡ それは, 保険

を引き受けられている人 (被保険者) が, 自殺をした場合, したがって,

生命の破壊を狙う行為が, その死の原因になった場合である｡

しかし, その種の請求権の喪失は, 生命保険の目的を通じても (理由

としても), また, そのほかの考慮を通じても (理由としても), 保険事

故が帰責性ある故意 (	
��
�������� ������	�) をもって引き起こさ

れていないということが立証された所においては, 正当化されない｡ そ

のため, ���条２文は, その行為が, 精神活動の病気的障害により自由

な意思決定が排除された状態の中で実施された場合, 保険者の給付義務

は, 変わらず存在しつづける, ということを規定している｡

この法理の実施は, 遺族の利益を考慮して (の観点の中で), 絶対的

にないしは無条件に (＝
��������) に提供されたものであり, そして,

そのほか, 契約にしたがったルールに, 保険者によって引き受けられた
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危険の範囲の確定を委ねるようとする草案は, それゆえに, ���条の中

で, 保険者に対し, ���条２文から生じる責任を, 合意を通じて保険契

約者の不利益に取り除く可能性を拒んでいる (片面的強行規定である＝

筆者補足
(��)

)｡

指示された責任が, 一般にであれ, 一定の待機期間の間であれ, 排除

されるという取り決めの権利 (���条の保険者の権利＝筆者補足) につ

いて, とりわけ, 完全な意思不自由 (�	
��
��
�������������

�

	
��������) の状態についての証明に結びついた困難さ (障害) が主張

されうる｡

とはいえ, この草案にしたがって, このテキスト (��

	
�) からあっ

さりと判明するように, 自殺を理由として保険に関係するその人 (保険

金受取人＝筆者補足) に給付を拒絶する保険者は, 単に, その者が自殺

をしたという事実にのみ関与する (意思の不自由性がなかったことの証

明は負わない, という意味＝筆者補足)｡

それに対して, 故人がその際, 意思不自由の状態にあったという事実

の証明は, 常に, 給付請求をする者が負担する｡ この証明責任分配を通

じて, 保険者の正当な利益が, 十分な状態とされ, とりわけ, 最初から

自殺の意図をもって利用された保険に対抗するところの, 必要な保護が

与えられる｡

多くの, 原則として異なった観点に基づく修正の提案が提出された帝

国議会の委員会において, 自殺のケースに関する規律の詳細な議論が行

われた｡ 交渉の経過に関して, 報告書の説明 (���頁から���頁) が引き

合いに出されうるが, 委員会は, 全部の提案を否決して, 草案で提案さ

れている規律のままとした, というのが結果である｡

それに対して, 委員会 (���) は, 自殺に関する規則において, なお,

異なった問題, すなわち, 多数決によって申し入れが受け入れられるこ

とによって, 対立・決闘 (�	���) の問題に引き込まれ, その結果, 保

険者は, ｢被保険者が決闘によって死に至った｣ そのときでも, 給付義
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務を免れるべきである (報告書���頁ｂ参照) という (議論があった＝

筆者補足)｡

(しかし) この草案は, そのような規律を採用していない｡ 決闘に立

ち向かう正当な努力に接して, 決闘で戦死した者に または, その遺族

に, 保険という私法上の領域において, 保険法の観点から正当と思われ

ない法的不利益を負わせるということを導くことはできない｡

したがって, そのように, 決闘における死者を, 保険法上, 自殺者と

同等に置くことは, 適当ではない, なぜなら, 決闘に手をだした者は,

そのこと (決闘) を, そのもとで死を導くという意図 (����	
�) にお

いて行うわけではないからである (自分は死なないと考えて行っている＝

筆者補足)｡

決闘者が生命の危険に出くわしたという当該事情は, 単に, 他のケー

スと同じように, ここで, 生命保険からの請求権を無効化するために,

十分でない｣｡

以上のように, 立法理由書から分かることとして, ドイツにおいては,

保険者が実務上合意してきた既存の自殺免責条項の存在を前提に, 保険

者の当該利益に配慮しつつも, その厳格さを緩和し, 保険者と保険契約

者側 (その実質は, 自殺した被保険者の遺族) の利益を調整する意図に

おいて, 精神障害中の自殺の法理 (旧��
���条２文・現行��
���

条１項２文) が, 法律上, 定められたようであるが, 当該立法理由書か

ら明らかになる精神障害中の自殺有責法理にかかる理論的な説明につい

ては, 原則となる自殺免責 (旧��
���条１文・現行��
���条１項

１文) は, 故意免責 (故意の行為による保険金請求権の喪失) の問題と

の認識に立ちつつ (それゆえ, 決闘による死亡は自殺と同列に論じられ

ないとする文脈においても, その適用には, 死という結果に対する意図

(����	
�) が必要であるということが強調されている), ｢精神活動の

病気的障害により自由な意思決定が排除された状態の中で実施された｣

自殺はその例外であって, それは, ｢帰責性ある故意 (����	
�������
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�������	) をもって保険事故が引き起こされていない｣ という, 請求

権の喪失を正当化しえない態様の事故であるがゆえに, 免責は生じない

もの, と説明されている｡

すなわち, 精神障害中の自殺有責法理は, 遺族保護という考慮が契機

となり, またそれを意図して導入された規律であり, その法理の理論的

根拠は, ｢帰責性ある故意の欠如｣ に求められているということである｡

ところで, 故意というものが, 端的に, ｢結果に対する認識, 認容｣

(主観的意図) を意味し, その単純な意味を超え, 帰責性, すなわち

｢責任｣ というものが別途観念されるという前提で考えるなら, 理由書

にいう ｢帰責性ある故意｣ という表現のもとでは, ｢死という結果に対

する認識, 認容｣ というより, 若干広く, 幅のある要件論が議論される

関係になろう (なお, ｢自由な意思決定が排除された状態｣ という法文

言ないし概念については, その法文言が同じであることから, 立法者が

民法規定を意識していたことが推察されるが, とくにその点の言及はな

い)｡ 立法理由書の中では, 草案 (法文言) にいう ｢自由な意思決定が

排除された状態｣ という概念が, ｢意思不自由 (
���	
��
��	��	��)｣

という言葉に置き換えられて議論されているが, この ｢意思の不自由｣

という表現も, 単純な ｢死という結果に対する認識, 認容｣ よりも, 何

か, 膨らみがありそうな印象を受ける｡

なお, 自殺免責 (原則論) が置かれる趣旨に関する議論について, 立

法理由書における議論を, 日本の議論と対比した場合, そこに, 自殺を

決意したものが自殺するという生命保険の不当利用の防止という趣旨が

あることについては共通した理解が伺えるが (もっとも, ドイツでは,

公益といったような意味合いはなく, 端的に保険者保護のために上記不

当利用を防止する, という文脈で語られている), 日本でいわれる信義

則違反 (から保険者を保護する) という趣旨があることについては, ド

イツではあまりいわれることがないようである｡
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(�) ������条のもとでの精神障害中の自殺にかかる議論

①���	
��
���	��(�
���	��) の見解

�������	は, 次のように論じている
(
�)

｡

｢�
�条の立法趣旨 (規定目的) は, 保険者は, 『ある被保険者が, 保

険者の費用負担をもって, その生命を投機にかける』 ということから保

護されるべきである, という中に存在する (�������������
����ほ

か)｡ なお, 当該規定は, 患者の自由な処理＜自己決定＞を理由とする処

置の中断＜死の選択＞のもとで適用されるべきではない｣ (以上, ����)｣｡

�
�条１項１文に規定される, ｢保険者をその責任から解放する自殺は,

被保険者が, 故意 (�����������) に自殺をした, という場合に限って,

存在するものとされている｡ 過失 (による死) では, 不十分である｣｡

｢����������� ��
!� ("������#) によれば, 自殺に対する故意

(�������) は, 『被保険者が, 打ち損ねた射撃の試みの後, (それでも)

追加のある試みに際しては発射を意図していなかったということが出発

点となる』 場合に, 欠けるものとされる｡ 故意は, 被保険者が, 死を意

図していたのではなく, むしろ, 第三者によって, 当該行為の実行を阻

止されることを意図していたかまたは第三者によって救助されることを

意図していた場合にも, 欠如するものとされる｡ そのとき, 彼 (被保険

者) は, 彼の死を, 是認的に甘受しているのではなく, せいぜい, 意識

的に軽率 (過失・#�$"���%���������) に行動しているにとどまる (以

上, ���
)｣｡

｢未必の故意 (#�	�������������) (があればそれ) で足りるかどう

かは,議論の余地がある (十分でないとするものとして,��"�&'(�����'

������� )"%����
�%%��§�
�)�*�����+,�����'(�����'-�����	��§�
�

���ほか；足りるとするものとして, -��$����$�&�'���**��*�.��'

/��*���§�
� ��!ほか) (以上, ���!)｣｡

�
�条１項２文に規定される行為について, ｢優遇された請求権を含む
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２文の構成要件メルクマールは, 複数の個々的メルクマールから構成さ

れる｡ 当該 (２文該当の＝筆者注) 行為は, 自由な意思形成が排除され

た状態でおかされた必要がある｡ 当該状態は, 精神活動の病気的障害に

基因する必要がある (������条２号についても参照)｡ この障害は,

�本物 (真正・�	
��)�の精神病である必要はない｡ 他方で, どのよう

な人格 (パーソナリティー) 障害 (
�������	
�����������) があって

もそれでは不十分であり, また, それとともに組み合わさった主意機能

の損傷があってもそれでは不十分である｡ 当該障害は, そのもとで, 自

由な意思形成の排除に由来している, という規模 (スケール) に達して

いる必要がある｡

被保険者が, 彼の意思を, 目の前にある障害から影響されることなく,

形成することができたかどうか, (あるいは), 彼に自由な意思決定がで

きたかどうか, それとも, 反対に, 例えば, 意思形成が, 制御できない

衝動及びイメージ (考え) によって操作されたために, もはや自由な意

思形成を語ることができないのかどうか, ということが重要である (一

括して, �����������������������) (以上, ����)｣｡ ｢このメルク

マールは, 行為の時点において, 必要である (以上, ����)｣｡

また, より具体的に, ｢行為者が, その病気 (�� ��
���) によって,

以下のような具合に支配されている場合, すなわち, 彼が, その病気に

よって, 利害得失を慎重に検討してする (!"#�����$%�&����'(�)

'��) 自由な決定をもはや行い得ず, また, 彼には考慮に入れた観点を

客観的・冷静 (� 	
��	
) に吟味する能力がない, という具合に支配さ

れている場合に, ���条１項２文の意味にいう病気 (�� ��
���) 的障

害)｣ であり (下級審裁判例), そのような程度の侵害の存在が必要であ

る｡ ｢およそ３パーミル (*+����) の血中アルコール濃度は, 通例, 病

気的障害があったことの承認 (肯定的評価) を導く (,-��.�����'%�/

�����������**� 血中アルコール濃度����パーミルの事案 (以上, ���

�)｣｡
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｢いわゆる打算自殺 (�������	�
���
��) のもとでは, 行為者は,

利害得失を認識している (下級審裁判例)｡ 行為者の主観的意図からし

ても, 十分, 考慮をしている｡ 単に, ある自殺が, 一般的理解に従うと

感情的, 変則的 (アブノーマル) に行われたということ (事実) は,

(それだけではまだ) ２文の構成要件を, 推論しない (下級審裁判例)｡

動機によって操縦される意思が, 被保険者の決定になお影響を及ぼし,

そして, そのことを, その範囲であとづけができる間は, 単なる意思の

耗弱 (����	���������	), 疲弊状態 (�������������������	), また

は, 憂うつな不調・変調 (�	��	����	�	���������	�) は, 自由な意

思決定の可能性を, 排除しない (下級審裁判例)｡

恒常的な苦悩 (����	��	�), それに基づく抑うつ (�	��	���
�) は,

自由な意思決定を排除しない (下級審裁判例)｡ 感情的に制約された過

剰反応 (	�
��
���
	�����	�
	��	����
�) (例えば, 婚姻生活上の

問題) も, まだもって, 精神活動の病気的障害ではない｡ 自殺は, 常に,

精神的に異常 (例外) 状況を示している｡ したがって, そのことから,

必然的な形で, 自由な意思決定を排除する精神の病気的状態が, 生じる

ものではない｡ (以上, ��� !)｣｡

なお, ｢自殺が自由意思 ("�	��������	��) に行われたことについての

証明, および, それにともなって, その故意 (�
�����) についての証

明も, ―給付を拒む―保険者によって証明されなければならない (以上,

�� #)｣｡ ｢立証の手段として (�$ %も見よ), 保険者は, 原則として,

死亡解剖, 死体掘り起しも, 自由に使うことができる｡ そのことは, 先

取りして行う故人の同意及び―それが欠如する場合には―もっとも近親

の親族の同意を前提としている (詳細は��&#) (以上, �� ')｣｡

他方, ｢精神活動の病気的障害を理由とする自殺の非自由意思性にか

かわる１項２文の構成要件的前提は, 保険金受取人が, これを証明しな

ければならない (以上, �� ()｣｡

なお, ｢判例にしたがって, 保険者は, 自殺の自由意思性についての
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証明を, 表見証明 (一応の証明＝���������	�
���) を通じて証明する

ことはできない, ということが, 今日, 一致した見解である｡ 典型的・

類型的な発生の機序 (経過) が欠如 (不足) しているからである｡ なぜ

なら, 人の自殺というものは, その人の特別の生活事情, その人の人格

的組織, その人の一時的な心情, とりわけ, その人の当該状況における

主観的意図に左右されるからである (��
������������ほか判例多数)

(以上, ����)｣｡ ｢厳格証明にかかる規律にしたがう ｢確信｣ について

は, ｢変更しえない決定的な確信｣ が必要なわけではなく, むしろ, 理

性的な疑いの完全な排除ではなくして (����), 理性的な疑いに沈黙を

提供する, 実際の生活に利用可能な確信の程度 (度合) で十分である

(��
������������ほか判例多数)｡ それにしたがって, 例えば, 第三者

による殺人 (の可能性) が完全に排除されていない場合であっても, 当

該自殺の状況が自由意思による自殺に有利に働くという場合は, 自由意

思による自殺であることについて, 証明されたとみなされうる (下級審

裁判例 (以上, ����)｣｡

また, ｢関係者 (�����������) は, 原則として, それが自由に使える

すべての証明手段を利用することができる｡ しかし, 自殺の事案グルー

プは, それらの独自性を有している｡ 被保険者が, 自由意思で自殺した

のか, それとも, 被保険者は, 彼の精神活動の病気的障害ゆえに, 自由

な意思を有していなかったのか, という問題は, 大体において (一般に),

専門家の鑑定書の助力を得てのみ, 明らかにされうる｡ しかしながら,

それは, 当事者が, 専門家による鑑定が行われることの根拠として適し

ている事実を十分に申し述べる場合にのみ可能である (立証の要求につ

いて, ��
��������������を見よ)｡ 他の場合において, 裁判官は, 専

門家の鑑定を手に入れることの提案に従わないこともある (下級審裁判

例) (以上, ����)｣｡

｢鑑定 (を行うこと) についての十分なる糸口が存在する場合は, 例

えば, 被保険者の生活状況, 行為の状況, 遺書 (別れの手紙) 及びその
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内容, アルコール乱用, 麻薬中毒, 全体的な個人のふるまい, 人格構成

について, 鑑定が取り寄せられなければならない (以上, ����)｣｡ ｢当

事者は, 妨げられることなく, 私的鑑定を提出することができる｡ 裁判

所は, その (私的鑑定の) 証明結果が, 十分とみなされるときは, さら

なる鑑定を手に入れる義務を負わない｡ 前提となるのは, 裁判官は, 鑑

定の評価に対して, 必要な専門知識を有しているということ, そしてま

た, 私的鑑定が正確である, ということである (���	
��
������	��)

(以上, ����)｣｡

｢しばしば, 当事者は, 裁判上存在する鑑定とは必ずしも一致しない

ところの, 彼らが自ら入手した鑑定を提出する｡ 裁判所は, そのとき,

慎重に, 裁判所の専門家の鑑定に対する当事者の異議と議論しなければ

ならない (���	���������	�����������)｡ 当該専門家の争いというも

のは, 納得がいく, そして, 論理的に実感をもって理解する理由づけな

くして, それらからあるものを優先させるということを通じ, 裁判所に

より決定済みのものとすることは許されない (以上, ����)｣｡

以上のように, ��������は, 要旨, 一方で, ���条１項１文の要件

論にかかり, 保険者の免責を導く  故意!には, 死の結果に対する意図

が必要であると説き, 他方, 保険者の有責を導く ｢精神活動の病気的障

害により自由な意思決定が排除された状態｣ という２文の要件論につい

ては, ドイツ民法 (���) ���条２号 (意思能力にかかる民法規定) を

参照するよう指示した上
(��)

, その要件を満たすためには, 自死行為の時に,

自由な意思形成を排除する規模 (スケール) の精神活動上の病気的障害

の存在が必要であるとし, より具体的には, 被保険者が利害得失を慎重

に検討して ("#$�����%&�'����������) する自由な決定をも

はや行い得ず, また, その被保険者には, 考慮に入れた観点を客観的・

冷静 (��(�)�(�) に吟味する能力がない, という状況が必要であるとし

ている｡

さて, 本稿の関心事にそって, ��������の見解を分析すると,
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�������	は, まず, ①精神障害中の自殺が免責とならない理論的根拠

について, これを積極的に明らかにしていない｡ しかしながら,

��������	は, わが国の議論のように, ｢自己の生命を絶つ意識があっ

たか否か｣ (主観的意図) ではなく, ｢被保険者において, 利害得失を慎

重に検討できたのか, それを吟味する冷静な能力が存在していたのか｣

が, 保険者の有責を認める際の決定的基準になると説いており, わが国

における従来の多数説のように, 結果 (死) に対する認識・認容の有無

を単純に議論するという枠組みは採用していないようである｡ 先にみた

立法理由書においては, ｢帰責性のある故意｣ の欠如とか, ｢意思不自由｣

といった, 故意からすると, やや広がりないし含みがもたされた表現が

用いられていたが, �������	の議論にもそのような傾向が認められ,

ここに, いわゆるドイツの法律上の制度としての精神障害中の自殺有責

法理は, 単純な故意 (自己の生命を絶つ意識) 欠如の問題として整理さ

れていないのではないかという, 一つの推論を生じさせる｡

そのように, ここに, 結果に対する認識認容の問題である ｢故意｣ と,

ドイツ保険法
�
条１項２文にいう ｢自由な意思決定｣ とは, 完全には

同じものと考えられていないようであり, �������	自身の言葉を借用

すれば, 仮に, 結果に対する認識認容 (故意) が存在しても, ｢意思形

成が, 制御できない衝動及びイメージ (考え) によって操作されたため

に, もはや自由な意思形成を語ることができない｣ ときには, 自由な意

思決定がない, というように, 故意という概念から離れて, 自由な意思

決定概念が理解されるようである｡

この点をさらに検討するに, そもそも参照が指示されている�
�
��

条の行為無能力の概念は, 仮に, ある物事 (法律行為) の結果ないし効

果に対する認識がありなされた意思表示であるとしても, それが (定型

的に) 稚拙であるがゆえに, その法的な意味・有効性を (一切) 認めな

いとする問題にかかわる｡

������������������������� ������������	�� ������	 ������
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����������	
����
���������������という法律文言が同じであるが

ゆえに参照が指示されることになると考えられる, ���条１項２文の議

論において, 仮に, 故意, すなわち死という結果に対する認識なり認容

というものが存在しても, なお, それが, 死に対する利害得失を検討で

きず, 冷静に吟味する能力を欠くがゆえの稚拙な認識・認容であったが

ゆえに, そこに法的な意味あいを認め得ない, とする議論が生じている

ものとすれば, そのような議論は, 参照先の行為無能力の議論とも平仄

がとれてくる｡ また, その議論が, 故意ないし自己の生命を絶つ意識を

欠いていたかどうかという単純な議論ではなく, それと両立・並走しう

る議論になることから, 証明責任の問題として, 一方で, １文にいう故

意の立証責任 (換言すれば, 死の結果に対する認識認容の事実の立証責

任) は軽減されることなく保険者にあるとされながら, 他方で, ２文に

いう精神活動の病気的障害により自由な意思決定が排除された状態にあっ

たこと (非自由意思性) の立証責任 (換言すれば, 故意＝死の結果に対

する認識認容が存在していたとしても, それが, 病気ゆえに �冷静

(��������) に得た�認識認容ではなかったことの立証責任) は, やは

り軽減されることなく反対に保険金受取人にある, とする証明責任分配

の解釈についても, それを矛盾なく理解することができそうである｡

次に, ② ｢自由な意思決定｣ 概念の具体的内容は何かという問題意識

に関連して, ��
������が理解する ｢自由な意思決定｣ 概念は, ｢利害

得失を慎重に検討できたのか, それを吟味する冷静な能力が存在してい

た｣ という内容に置き換えられ, 議論されている｡ 死という選択をする

ことについて, 良い面と悪い面 (利害得失���	
������) との比較

検討が冷静に行えている状態が, ｢自由な意思決定がある状態｣ であり,

その場合, 保険者免責となり, 精神活動の病気的障害によりこれが行え

ていない状態が, ｢自由な意思決定が排除された状態｣ であり, その場

合, ２文が適用されて保険者有責となる (なお, 死という選択をするこ

とについて, 冷静に利害得失が検討できていた場合であれ, 反対に, 冷
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静に利害得失を検討できていなかった場合であれ, 論理関係上, 死の結

果に対する認識＜＝死という選択をすることの認識＞はあるので, その

ように考えても, �������	が考える自由な意思決定は, 単純な故意を

意味せず, それと完全に同義ではないもの, と分析できる)｡

そのように, 死という選択を冷静に行えているか否かが問題になるの

で, その判定にあたっては, 動機が一つの重要なポイントとなる｡ すな

わち, �������	によれば, 被保険者のもとに, 理解可能な動機が存在

し, その動機によって被保険者の行動を裏から説明できるのであれば,

それと同時に並行してうつの変調等があっても, 自由な意思決定が排除

されていたとは判断しない, と説くが, そのように了解可能な動機の存

在は, 死という選択を冷静に行ったことを推論させる重要な間接証拠と

なる｡ なお, 実務的には, 医師の鑑定がその判断にとって有益な作用を

もたらすことも指摘している｡

②������／����	
(��

�	���) の見解


�����	��は, 裁判例を多数引用しながら, 次のように論じている
(

)

｡

｢被保険者が保険者の費用をもって彼の生命を投機するという事柄を

前にして, 保険者を保護する, というのが���条の意義である｡ 客観的

危険の除外
(
�)

が, 生命保険契約における故意の保険事故招致に制裁を加え

る (以上, ����)｣｡

���改正による新規定は, ｢ 『故意の自殺のみが, 給付免責を導く』

ということを, より明確に述べている (以上, ����)｣｡

故意の自殺にかかる１項１文について, ｢意図の中に行われ (��	��

�������), 死を導いた, 民事法的に責任がある被保険者のどのような

行為も, そのようなもの (＝故意の自殺) となる｡ 故意の, そして, 死

の招致に向けた行動である, ということが必要である｡ すでに, 従来

(旧法) から, (当該規定の) 危険除外という意義と目的とに基づいて,
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｢生命の破壊に向けた行動を通じて死を理解していなければならない

(�������. 		
)｣ ということが結果として生じ, そして, 現在でも,

上記のことは, 本規定文言から間接的に明らかにされている｡ …未必の

故意では, 足りず, まずもって正当に, 重過失でも足りない｡ それゆえ,

被保険者が, 何度も失敗した射撃の試みのあとで, ―客観的には, 不可

解と思われる軽率があったとしても― 次の射撃も点火はしないという

ことを信じた場合, 免責とはならない｡ ある者が, 死ぬことではなく,

第三者にそのことを妨げられること又は救われることを欲した場合, い

ずれにしても, 意識的な過失行為が存在するにとどまる (＝死に向けた

故意でないので免責ではない｡ 筆者注)｡ …それに対して, 被保険者が,

承諾して殺された場合, または, ある者だけが行為者になるとして複数

の人間の共通した決定にしたがい死亡した場合, それらの場合は, 死の

結果を導く意図が存在するので, それとは異なって, 免責 (自殺) とな

る｡ それとは反対に, 対応する患者の自己決定を理由に治療が中止され

たことで被保険者が結果的に死亡した場合は, ���
�
条の規定の目

的に該当 (抵触) することはない (＝有責としてよい｡ 筆者注) (以上,

����)｣｡

｢法律上 (３年) または個別合意上の排除期間の満了前における, 故

意の自殺 (�����������������������) の法的効果は, 原則, 保険者の

免責である｡ しかしながら, ３項にしたがい, 
�
条にしたがう利潤部

分を含めて解約価値が支払われなければならない (以上, ���
)｣｡

精神活動の病気的障害にかかる自殺の場合を定めた１項２文について,

｢当該規定の目的は, 遺族の保護にあり, 被保険者たる保険契約者の保

護にあるわけではない (���������



�	�
) (以上, ���
 )｣｡

｢自由な意思決定の排除とは, 次の場合に認めることができる (存在

する), すなわち, 自殺行為者 (ある者) が, その者の意思を, 自由に,

かつ, 直面する精神障害から影響されずに, 形成し, そして, 適切に得

られた弁識 (力) ないし理解 (!�������) にしたがって行動することが
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できない場合である｡ そのもとでは, 『自由な決定というものが, 問題

となる観点についての客観的・冷静な検討における利害得失の比較検討

に従って, 可能であったかどうか, 反対に言えば, 例えば, 精神障害の

ゆえに, 第三者による影響が被保険者の意思を過度に支配したがために,

自由な意思形成というものが, もやは, 語られ得ないのかどうか』 とい

うことに, 焦点が合わされなければならない (�������	

��
	�ほか,

多数の下級審裁判例)｡ ���	
�条２号の前提条件・構成要件 (�������

������) が存在しなければならず, かつ, 完全に証明されなければな

らない (���������	

	���
；主張立証責任については, ����を見よ)｡

しかしながら, 本物の精神病が存在していることは, 必要でない｡ 次

の場合には, 自由な意思決定が欠けている, すなわち, その意思決定が,

制御 (コントロール) できない衝動とイメージ (考え) によって制御・

操作された場合である (����������	

��	��)｡ そのもとでは, 当該

自殺行為の時点において, 意識障害が存在していれば, それで十分であ

る；そのケースにあたるということは, その行為の前, 直近の無分別な

ふるまいからも, 明らかにされうる (����������	
���
���そこでは,

多数の兆候を通じて証明がなされた)｡

しかしながら, ただ単に, 自殺のもとで一般に存在する �情緒的・感

情的な異常心理・極度の精神不安 (���� ���!�"�#$%���)&を指摘す

るだけでは, 不十分である｡

というのも, 自殺をする誰しもが, もうその理由で精神病にかかって

いる, ということではないからである ('�������������	
�
��
�；賭

博癖と妻子の先立つ殺害ゆえに, 否定した)｡

単なる, 保険契約者の健康上の問題, 仕事上の問題, 私的問題を指摘

するだけでは, やはり不十分である ('���(��$)���������
	*�	

)｡

一般的に, 自殺することについて共感可能な動機 (��$%+�%!(����

,�� -) の存在が, 自由意思を欠いた状態の承認に, 否定的に働く, と

いうことが言われている (.��!���%��������

*��
�ほか多数の下級審
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裁判例)｡

しかしながら, このことは, 単に, 総合評価の枠組みの中で注目され

るある徴候に過ぎず, 判断 (決定) は, 常に, 個別ケースの問題を残し

ている (��������	
��

����ほか)｡

自由な意思決定の欠如が肯定され得, そして, 保険契約者の当該自殺

行為が, 契約締結後短期に生じる場合には, 場合によっては, ｢当該保

険契約が, ������条２文ゆえに, 無効でないのか否かを検討しなけれ

ばならない (締結後短期に自由意思のない自殺がなされる場合には, 契

約締結時にすでに行為無能力があったとして, 契約そのものが成立しな

い可能性がある, という指摘と思われる＝筆者補足)｡ (以上, 
���)｣｡

｢アルコールの濫用は, 関係者が, 永続的 (恒常的) (慢性的) アル

コール乱用ゆえに, 彼の批判能力及び認識能力において, 著しく, 減じ

られた結果, そのことが, 個々の事例において, 精神活動の病気的障害

により自由な意思決定が排除された状態がもたらした, という場合に,

１項２文の適用を導き得る (��		����������	
��������
；そのケース

では否定された)｡ 対応して, 保険契約者が, アルコール消費を通じて,

強く侵害され, その結果, 彼が, もはや, 自由意思を形成できず, そし

て, その後, 自殺に着手した, という場合にも１項２文の適用を導き得

る (��		����������	
��������
；そのケースではいずれにしても否定

された)｡

一度限りの完全酩酊の場合でも, 自殺について前提となる自由な意思

決定能力が, 欠如し得る (但し, 反対する下級審がある)｡ いずれにし

ても, 血中アルコール濃度が����パーミルのもとでは (自由な意思決定

の排除は) 否定され (�����������	
������
�), ����パーミルでは,

なおのことと否定される ( �!������"#������	
��
����$�)｡

���パーミルで, 結婚生活上の問題と, そのことから結果的に生じた

憂うつとが伴っている場合でも, 精神活動の病気的障害の承認は, 正当

化されず (%�������	
��������), ましてや, 保険契約者がそのアルコー
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ルを摂取したかどうかがすでに不明瞭なときにあって, 完全に空の瓶の

発見は, 精神活動の病気的障害の承認を, 正当化しない (��

�����	
��
���������
����)｡

しかしながら, 保険者が, ｢被保険者が, 自殺を挙行するために, 意

識的に酩酊に陥った｣ ということを証明できる場合, その �原因におい

て自由な行為 (�������	�������
��)�が, 保険保護を, 排除する

(������������ !����§�����"��) (以上, ����)｣｡

｢憂うつな状態の存在が, それのみ見られても, 自由な意思決定を排

除する精神活動の病気的障害の承認は生じない｡ そのことは, はなはだ

しい精神的憂うつでも妥当し, それのみでは, 自由な意思決定を排除す

る精神活動の病気的障害の承認は生じない (��
!��	
�����#$�

��%�
�&'ほか)｡

それでも, 事情によっては異なるのであり, 状況証拠に基づいて, 明

らかに, 内因性又は心因性の憂うつの存在が確認され, かつ, 自殺が,

急性の局面において実行されたという示唆 (事情) が見つかる場合

(����
������''�
�&�
(���	�����������&
��%ほか数件), または,

憂うつ状態が, 自分自身の自由な意思の発見 (����
���)��*
��) を,

明白に (証明可能なほどに＝����+�������) 排除した場合 (��
,���-

	���.��/),�'�'
&�) は, 精神活動の病気的障害が承認される｡

突然, 彼に, 憂うつを伴う自律神経不全, 及び, 精神的責任無能力が

生じたという, 単なる申告は, 説得にとって, 十分でない (0�����*��)


�������1%
2��)｡

精神病質者が, それ自体, はなはだしい状態にある場合でも, あっさ

りと (無造作に), 病気的 (.���.) である, と判断されるべきでなく,

精神病質が, �副次的に�#�#�'&条２号に記述された状態を導いたか

ぎりでは, それは, 病気的でない｡ (������
�
������''�
�11, その

他多数の下級審裁判例参照)｡

それゆえ, 保険保護は, 以下の場合にのみ存在する, それは, 関係者
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が, �彼の制御できない衝動とイメージ (考え) に―類似して, 動機と

結果の, ある機械的・無意識的な結合に―支配され, 結果, 利害得失の

考慮に基づくある決定が, 排除されたであろう場合である (��������	


����
���	
��ほか)｡

自己陶酔的人格破壊の特徴は, 危機との関連の中においても, 欠如し

た自由な意思決定の承認を導かない (����	
�������
	���)｡ 同じよう

に, 単に, 結婚生活上の問題 (相手方の不貞) により誘引された �感情

的に制約された過剰反応�の存在でも, 欠如した自由な意思決定の承認

を導かない (���������	
����
���	��
) (以上, ���
�)｣

｢自由な意思決定の排除は, しばしば, 共感可能な動機によって操縦

された意思が, 被保険者の決定に, 依然, 影響をもっているという, そ

のときには, 問題になり得ない, ということが, 一般的に言われている

(����� ��!��"�	
����
���	��
)｡ 反対に, 彼の自殺がいわゆる打算

自殺 (#$���%�����!&'�() として理解可能な場合には, すなわち, 関

係者が, 自分自身の生命の利害得失を入念に測量し, そして, その基礎

の上に, 彼の死に対する意識的決定が行われたという場合には, 当該自

殺者が制御不能な衝動とイメージ (考え) によって死に追いやられた,

ということの承認は, 生じない (���������	
��������	�)))｡ 例えば,

これに関して, 遺書の書き残しがある (*!�!!���!	�
���+����	��	ほ

か) ；未解決の捜査手続を理由に休職中であり, そして, 新聞のキャン

ペーンに関連づけられた公の不名誉を理由に, まったく絶望的であった,

主任医師の自殺について (,�����('� 	��-.������	
���) (以上, ���


�)｣

なお, ｢
�
条１項１文の前提要件 (排除期間経過前の故意の自殺) は,

保険者が証明責任を負う (#/0	
����
���	��
) (以上, ���
�)｣｡

｢
�
条１項１文の証明は, 厳格証明の規則によって導かれなければなら

ない｡ 表見証明は, 問題にならない, というのも, 通常, 個々の諸事情

から特徴づけられる人の自殺において, 形式的な発生機序は, 話題にな
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らないからである (��������	�
��
�����������)｡ 当該証明は, 通

常, 状況証拠のみを通じて, 導くことが可能である｡ そのもとで, 事実

審裁判官の心証形成に対する一般的要求が妥当する｡ それにしたがって,

覆すことが出来ない確信が必要ではなく, むしろ, 疑いの完全なる排除

ではない, 疑いに沈黙を提供するところの, 実際の生活について利用可

能な程度の確信で足りる (��������	�
��
�����������)｡

それにしたがって, 実感をもって理解可能な説明が, 非自由意思の経

過について見つけられない場合は, 一般に, 故意 (�������) が出発点

にされうる (���
���� ��
�����������ほか)｡ とりわけ, 対応する証

言の存在, とりわけ, 遺書の存在は, 著しく, 死亡についての意思を語

るであろう (!���� �����
���	�������ほか数件) (以上, ����)｣｡

他方, １項２文に関し, ｢精神活動の病気的障害は, 請求権者 (請求

を立てた者) によって証明されなければらない (�����
������
��"	)｡

それについては, まず, ｢そのことから, １項２文の構成要件が, 行為

の時点において被保険者のもとで存在したということが明らかになると

ころの｣ 事実を説明しなければならない｡ そのもとで, 陳述の証明に,

きわめて厳しい基準を設定することは許されない｡ とりわけ, 死のきっ

かけが, 私的鑑定からすでに明らかになる場合, これに関して, 最初か

ら, 包括的で, そして, 矛盾のない, すべての問題になる状況証拠の説

明は必要がない (�����
��������"��)｡

しかしながら, 保険契約者の欠如した自由意思を援用する請求権者は,

十分に確保された, 死者の人格ないしふるまいに関する #糸口事実$を,

説明しなければなら｣ ず, ｢保険契約者の精神状態に関連して許容でき

る結論を導くため裁判所によって呼ばれる専門家鑑定が許可される

(!������%&
���'!	�������)｣｡ ｢心証形成については, �(�	�"条１項

にしたがって, 通常の程度 (心証度) が妥当する (��������	�
��
��

���������)｡ 裁判官の確信が, 証明される事実から, 実際の生活に使

用可能な, 疑いに沈黙を提供する確信の程度の意味において (疑いを完

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(��)



全に排除する程度ではなく｡ 筆者補足), 必要である (�������	
���
�

����参照)｡ 必要となる証明は, 通常, 依然, 理解可能な動機―とりわ

け, いわゆる �打算自殺 (������	���	�����)�―が排除されない間は,

導かれないとされる (������������	
������� ほか)｡

定まった, かつ, 十分な動機が説明され得ず, 当該行為が, 説明がつ

かない, とされるとき, 十分ではない (必要な証明があったとはされな

い) (!���	�"#�����	
���$��%%) (以上, 
���)｣

以上のように, &'#������も, 先の(���#���と同様, 要旨, ���条１

項１文の要件論にかかわり, 保険者の免責を導く故意には, 死の結果に

対する意図 (ないし死の理解) が必要であるとし, 他方, 保険者の有責

を導く ｢精神活動の病気的障害により自由な意思決定が排除された状態｣

という２文の要件論にかかわっては, ������条２号との議論の接続を

示唆するとともに, 具体的には, 判例を引用しながら, 自殺行為のその

時において, ｢自殺行為者 (ある者) が, その者の意思を, 自由に, か

つ, 直面する精神障害から影響されずに, 形成し, そして, 適切に得ら

れた弁識 (力) ないし理解 ()��	�'#�) にしたがって行動することがで

きない場合｣ であった, という要件を満たさなければならないとする｡

より具体的に, 自由な意思決定が排除された場合であったか否かの判断

は, 自分自身の生命の利害得失を入念に測量し, そのような利害得失の

比較検討の基礎の上に, 死に対する意識的決定が行われたか否かの観点

に焦点をあてて判断されるべきものとする｡ また, その判定にあたって,

一般論としては, 了解可能な動機の存否が, 重要な鍵となっている判断

傾向を指摘し, いわゆる打算自殺のときには, そこに共感可能な動機に

よって操縦された被保険者の決定を見いだすことができ, したがって制

御できない衝動により, 上記利害得失の検討ができなかった, という判

断にはならないとしている｡

さて, 本稿の関心事にそって, &'#������の見解を分析すると,

&'#������は, まず, ①精神障害中の自殺が免責とならない理論的根拠
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について, これを積極的には明らかにしていないと思われる｡

確かに, その論説のなかには, ���の判例を引用し, ���条１項２文

は, ｢ (被保険者の保護ではなく) 遺族の保護のための規定である｣ と

述べる箇所はあるが, これは, 先にみた���	年

�立法理由書にすで

に行われていた説明であって, しかもそれは, ���条１項２文 (旧���条

２文) の規定が新設されるにいたった動機に過ぎず, ２文の法理そのも

のを理論的に分析する類のものではない｡ ドイツでは, すでに法律の制

度として, 明確な要件論のもと, 例外の法理が存在しているので, その

ような所与のものとしての規定の理論的根拠は何か, ということに関心

が払われないのかもしれないが, ��
������の論説にも, そのような傾

向がみられる｡

そこで, 分析的に��
������の見解をみていくとすれば, 前提として,

��
������は, 自殺免責が生じるという原則論は, 客観的危険の除外を

目的とした制裁であると理解しており, �民事法的に責任のある�行為

に, そのような制裁が向けられるものとしている (患者の自己決定によ

る治療中止は, 

����条の規定目的に抵触しないから有責としてよい

とする文脈は, そのような考え方と平仄をとるものである)｡ そして,

仮にそのような理解を前提にするなら, �民事法的に責任のない�行為

には制裁は向けられないと理解して, 例外の法則 (２文) を理解してい

くことが可能となろう｡ そのように, ��
������は, 帰責性のない行為

であることが, 免責とならない理論的根拠である, と考えている可能性

が高い｡

帰責性の有無は, 故意の有無とは必ずしも同義ではない｡ 繰り返しに

なるが, 結果を意図していたが, 意図したことに責任がない, と考える

余地があるからである｡

そうすると, ��
������の議論の中にも, 先に指摘した議論傾向, す

なわち, ドイツの法律上の制度としての精神障害中の自殺有責法理は,

単純な故意 (自己の生命を絶つ意識) 欠如の問題として整理されていな
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いのではないかという, 傾向を見て取ることができる｡

��������	は, 先にみた
�������よりも直接的な表現をもって, �


����条２号との議論の接続を論じるが, 
�������の見解の検討の箇所

でも述べたとおり, �
����条の議論は, 単純な結果に対する意図 (故

意) 欠如の議論ではないので, 精神障害中の自殺有責法理を単純な故意

(自己の生命を絶つ意識) 欠如の問題として整理しないという考え方は,

引用先 (�
����条) の議論とも整合性がとれるものとなる｡

次に, ② ｢自由な意思決定｣ 概念の具体的内容は何かという問題意識

に関連して, ��������	によれば, それが理解する ｢自由な意思決定｣

概念は, 
�������と実質的には同様に, ｢客観的・冷静に利害得失を比

較検討できたか｣ という内容に置き換えられ (具体化され), 議論され

ている｡ その比較検討の対象は, 自分自身の生命の利害得失であり, し

たがって, 死という選択をすることについて, 良い面と悪い面 (利害得

失��	�������	) との比較検討が冷静に行えている状態が, ｢自由

な意思決定がある状態｣ であり, その場合は保険者免責となり, 精神活

動の病気的障害によりこれが行えていない状態が, ｢自由な意思決定が

排除された状態｣ であり, その場合は２文が適用されて保険者有責とな

る, と考えている｡ なお, そのように, ��������	は, 先に見た
�����

���と同様, 意思形成過程における自由性に着目するわけであって, そ

れは, 理論上, 結果に対する認識認容の問題と完全に同義の問題になら

ないから, この面からしても, ��������	が, 精神障害中の自殺有責法

理を単純な故意 (自己の生命を絶つ意識) 欠如の問題として整理してい

ないということが伺える｡

③��������		
�(��
�
�) の見解

�����	は, 次のように論じている
(��)

｡

｢被保険者が, 精神活動の病気的傷害により自由な意思決定が排除さ
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れた状態のなかで当該自殺行為を実施した場合, 故意の自殺 (�������

�	
��
�
	���������｡ 尚,���条�項�文の法律要件に当該用語＝��������

	
��が使用されている｡ 筆者注) は存在せず, 保険者は, 給付免責され

ない｡

概念上, 当該生命保険 (法＝筆者注) の意味にいう自由な意思決定の

排除とは, その要素 (�	
�
��) において, 広範囲かつその限りで, 文

言上, ������条の意味にいう行為無能力と一致する｡ しかし, そのこ

とから, 生命保険 (法＝筆者注) の意味にいう自由な意思決定の排除が,

������条２号の意味にいう行為無能力と, 同一視される (同等に取り

扱われる), ということを推論してはならない｡ そのことは, すでに,

������条１文の法文言から, また, 資産形成生命保険���模範保険

約款５条２項１文やその他の対応する約款規定から推論され, それに従

えば, ������条２号とは異なって, ｢病気的状態が, 単に一過性では

ない状態である｣ ということは, 必要とされていない｡ そのことをもっ

て, 当該患者が, 完全に (��		) 行為無能力であるかどうかにかかわら

ず, 自殺親和性のある精神的な病気が存在したかどうかという状況が,

顧慮される｡ 行為無能力と自殺親和性とは, 確かに, 重なり合いうる可

能性があるが, しかし, 必然 (結びつく) の関係ではない｡

当該被保険者の故意の自殺 (�������	
��
�
	���������) が排除さ

れるかは, ������条１項２文およびそれに対応する約款規定に従って

判断され, ������条２号にいう行為無能力の観点から判断されるわけ

ではない｡ 自由な意思によらない自殺は, 知能的な病気 (���
		
�
���


���������) を前提とせず, 当該自殺者が, 彼の行為の無意味さを認

識していたということは, 問題にならない (重要ではない)｡

唯一, 決定的なのは, 当該自殺者にあって, 彼が行動した時に, 別の

ことを欲すること ( �		
�) ができなかったかどうか (そうするほか

なかったかどうか) である｡

一方において, ������条１項２文及び対応する約款規定の個々の構

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(��)



成要件要素 (�������) と, 他方において, �	�
��条２号の規定の個々

の構成要件要素とが同一である限りにおいては, ここに主張されている,

行為無能力と自殺親和性との間に境界線を引く (	
����������＝両者

は別物である｡ 筆者注) という枠の中で (＝そのことに注意して｡ 筆者

注), �	�
��条２号に対してなされた注釈や判例に助けを求めること

ができる (以上, ����)｣｡

｢精神活動の病気的障害の状態は, 一般的には, 異常な精神的体質,

または, 脳細胞の損傷による精神的な発病 (病気) ゆえに, 意思形成お

よび意思決定が, ｢正常な動機及び判断形成を考慮に入れられない｣ と

いう具合に著しく妨げられた場合に, 存在するといえる｡

自由な意思決定とは, ｢正常な意思決定 (��
�������������������

����)｣ という意味に解釈される｡ そのような正常な意思決定は, 病

気の影響から自由に, 環境ないし外界・世間 (����������) の理性的

な把握に基づいて生じ, また, 理性的な熟考から生じる意思決定である｡

自由な意思決定は, �その意思が, 知性ないし思考力 (������� �) か

らではなく, 知性ないし思考力の外に横たわる情緒的ないし感情的な突

然の心の動き (������������������) ―それは, 行為者が理性的な

検討に従う能力がないというほどに激しいものである―に基づいて定め

られたとき, 存在しない｡

オーストリア最高裁 (!�
��
"#�$�#�) が定立した, このとりわけ明

快な定義は, ドイツの判例にも採用されている｡

!!	
#
条にいう精神活動の病気的障害として, すべての �理解能力

の障害, および, 意思の障害, 感情の障害, そして, 本能生活 (%
����

������) の障害&が問題になる｡

被保険者は, コントロール不能である本能的衝動ないしイメージ・考

え (!�
����������) によって―原因と結果の機械的な結合と同じよう

な関係に由来して―, 利害得失の比較検討に基づく自由な意思決定が不

可能である, という具合に, 非常に, 支配されていなければならない｡
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動機に操舵された意思が, 依然として, 被保険者の (自殺の＝筆者補

足) 決定に影響しており, その意思をその限りで理解できる限りにおい

て, 単なる意思の薄弱 (���������	
��	�) ないし疲労困憊状態, また

は, 単なるうつ病の調子の狂い (���
��������
����������) は, 自

由な意思決定の可能性を排除しない｡ 共感可能な動機, とりわけ, いわ

ゆる打算自殺 (���������������
��) が排除されない限り, 必要とな

る証明 (自由な意思決定が排除されたということの証明＝筆者補足) は,

導かれない (以上, ����)｣｡

｢自由な意思決定は, とりわけ, 次の場合に排除される｡ すなわち,

被保険者が, 自殺を, ゆっくりと進行した内因性の―すなわち, 素質的

に基づく―又は, 心因性のうつ病の影響のもとで実行した場合, 自由な

意思決定は排除される (�� !�
���
�"��
��#$$%"�$&ほか)｡

同じこと (自由な意思決定が排除されるということ) は, 根本的な精

神の撹乱, すなわち, 状況及び人格的性格を通して惹起された精神の撹

乱の場合にも妥当する (�� '���"��
��#$(("$�$)｡

神経が参るなかで表出状態に至る深刻なうつ病的不調は, 同様に, 精

神の病気的障害を描写しうる｡ たとえ, 被保険者が, 彼の職務上の活動

を決められたとおりに継続しており, そして, 彼の行動の病気的変調が,

職業上の同僚にも, また, もっとも身近な親族にも気づかれないという

場合でもそうである (� '����
�"��
�)�#$&*"�%+,�%�)｡

同じこと (自由な意思決定が排除されるということ) は, その病気の

ために被保険者が精神病院の中で治療されている強い情緒的うつ病につ

いても―詳言すると, 被保険者が, 自殺する-*時間前に, 病気が良くなっ

たとして, 精神病院から退院していたという場合についても―, 妥当す

る (� '��	�����"��
�)�#$&&"-%-)｡ ある者が, 異常な自暴自棄

に襲われ, そして, 自殺行為に追いこまれたというケースについての,

� �
����	
���(��
��#$*#"#*$) も参照のこと｡ (以上, ���$)｣｡

｢完全酩酊のもとでも, 自由な意思決定能力が欠如する｡ しかし, 自
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由な意思決定の排除については, ただ病的なアルコール依存症があれば

それで十分であろう, という�������の見解 (���������	
��
���

��������) には従うことはできない｡ なぜなら, 自殺 (免責＝筆者補足)

の除外が, そのことをもって, 不許容的に広げられるからである｡

死体のもとで血中アルコール濃度����パーミル (‰) が確認された場

合において, 自殺行為の時点における精神活動の病気的障害により自由

な意思決定が排除された状態というものは, 推定されなかった, という

のも, その死後, 血液中のアルコールは, もはや分解され得ず, 血中ア

ルコール濃度���パーミル (‰) 以上から完全酩酊というものは存在し

うるからである (��� �����	
�����������｡ 同じく, ��� �����

	
��������� �ほか)｡ (以上, ����)｣

｢意識障害が自殺行為の時に存在するということで足る｡ そのことは,

(自殺) 行為の直前の無意味な行動によって判明しうる (��������

	
�����������)｡ (以上, ����)｣｡

｢理性的な検討・熟慮によって操舵される被保険者の意思が, 依然,

彼の決定・決断に影響を及ぼしている限りにおいて (及ぼしている間は),

自由な意思決定の排除というものは, いまだ, 認められない｡ したがっ

て, 単に, 自殺のもとで一般的に存在するような情緒的・感情的な精神

病 (
�!"�!���
#$���!�
) が存在するに過ぎないとき, 自由な意思決

定の排除は, いまだ認め得ない｡

同じように, 自殺企図, 明白な社会的な生活力の薄弱, 労働関係にお

ける適応無能力, 妻の労働能力の利用 (悪用＝いわゆる %ひも&を示す

と思われる｡ 筆者注), および, 犯罪的行為に対する癖 (傾向)から明ら

かになるところの精神病質の人格像 ('�$��!'�"�����
�#
��������(

)
�"�*��+) は, ただ, 依然として, 精神活動の病気的障害を認める根拠

を提供するものではない｡

類似して, ｢意思の薄弱およびうつ病状態｣ についても, 被保険者が,

彼のコントロール不能な衝動及び想像によって, 利害得失の比較検討に
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基づく自由な決断が排除されていたという具合に支配されていない間は

(その限りでは), 同じ理が妥当する (＝依然として, 精神活動の病気的

障害を認める根拠を提供するものではない｡ 筆者補足)｡

―無感情 (冷淡) およびうつ気分の状態に結びつけらた―単なる意思

の薄弱, その結果から生じる軽い影響可能性の事案についての��ケル

ン (�����	
��
���) は, それと同じ結論に至った｡

���ミュンヘン (�����	
��
�	�) は, 単に軽い躁病の衝動を示す

被保険者のもとで, 当該被保険者は, 単に, �とほうもない緊張�の中

生活し, そして, たびたび, 自殺をもって脅かされていた特異な人間で

奇人であるとして, 自由な自己決定の排除を否定した｡

��ハンブルク (������	
��
	�
) は, 難しい家族と職務上の負担

にさらされており, それらに被保険者は耐えられず, その結果, 疲労困

憊状態とうつ的変化を示していた感受性の強い被保険者のもとで, 自由

な意思決定の排除を否定した｡

また, 単なる, 生活上の負担のもとでの不調でも, 十分でない (��


���������)｡ また, 単なる, うつ的不調でも,十分でない (���
�����

���������	

�
�
�)｡

その他の点で, ��ザールブリュッケン (�����	
 

	���) 参照｡ こ

れは, 内因性の精神病の構成要件, 外因性の精神病の構成要件, アルコー

ル又は向精神薬による中毒の構成要件について判示している｡

保険契約者のもとに, 衝動調整喪失を伴う自己陶酔的 (ナルシスト的)

人格障害が存在する場合でも, そのことは, その彼のある状態に基づく

感情的な緊張によって作り出された行動について, もはや理性的な検討

に依存して行うことができなかった, という推論を許容するものではな

い｡ �軽い精神病�との診断のごときぼんやりとした障害 (!"��#���#�

��$ !%�&"�#$ ���&'�����(�)*+��"���,����-��) は, 極度に深刻

で, 精神病に親和的な刻印・表出 (�#�%���#��) のもとでのみ, 	�	

条１項２文にいう (自由な意思決定の) 排除をもたらす｡
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自殺についての十分な動機が明らかにならない場合, 被保険者は精神

的な錯乱の状態で自殺をした, という推論は導かれない｡

被保険者のもとで, 彼の生活状況 (職務上の問題及び職務上の過大な

要求, 生活不安, 早期アルコール依存症) に基づいて潜在的に存在する

自殺危険が存在しており, 自殺に転換すること (自殺に行動を移すこと)

については, 相対的に, わずかな引き金 (きっかけ) のみを必要とした

という場合 (打算自殺), その自殺の決意は, 依然, 利害得失の比較検

討によって生み出されており, したがって, 自由な意思決定は, 排除さ

れない｡ (以上, ����)｣｡

｢自由な意思決定の排除は, 精神活動の病気的障害の状態に還元され

るべきであるので, 精神障害が, 短時間に, すばやく, 一過性で存在し

たというケースは, そこから除外される｡

例えば, 金銭的または家族的な困難に起因する短期終結行為

(���	
��
�

����
���) は, 問題にならない (そこから除外される)｡

婚姻関係上の過剰な反応, とりわけ, 相手方配偶者の不貞の疑いは,

それがあるだけでは, やはり, ���条１項２号にいう (自由な意思決定

の) 排除があるという推論をすることを正当化しない… (以上, ����)｣｡

｢自由な意思決定を排除する精神活動の障害の状態が, 医学的意味に

おける疾病に基づくものである, ということは, 必要でない｡ むしろ,

������条１項２号およびこれに対応する約款規定は, ｢自由な意思決

定の排除の状態を導く精神活動の障害は, 通常, 病気的と評価される｣

ということを出発点としている｡ 突然かつ集中的な痛み経験は, それで

も, 結果として, 病気的障害を伴わない｡ (以上, ����)｣

なお, 立証責任について, ｢自由な意思決定の排除は, それを訴える

者が主張し, また, 立証しなければならない (����)｣｡ また, ｢そのも

とでは, ここでも, 表見証明 (�����
��
��
�����
�����
) を援用

することはできない…重度 (深刻な) うつ病に罹患している保険契約者

が自殺をし, そして, 当該自殺が, うつ病の症状としての様相を呈して
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いるのか, それとも, 深刻な婚姻関係上の危機の反応として生じたのか

が, もはや解明されない場合, ��ハンブルク (������	
���) の見解

によれば, 精神活動の病気的障害に由来するということは, 証明 (立証)

されない (以上, �
��)｣｡

｢自由な意思決定の排除の証明は, 通常, 困難である｡ というのも,

自殺は, 稀にのみ, 姿を見せる形で行われるからである｡ 被保険者のも

と, 自殺の時点において, 自由な意思決定が排除されていたということ

の完全なる証明は, 非常にまれに, すべて事細かにもたらされることが

ある｡ ���ミュンヘン (���������
���) 及び���カールスルーエ

(���������
�		) は, ���条１項２文の例外規定は, 以下の場合にのみ,

ある意味を有しうるという｡ すなわち, それは, 立証に際して, 厳格に

過ぎる要求が立てられず, かつ, すべての人間的および医師的経験にし

たがって, 自殺時の自由な決定の排除が導かれうるところの事実の総合

(��������
������ ��) の証明が,十分であるとみなされる場合である｡

自由な意思決定の排除 (の認定に) にとっては, 高い確実性, ないし,

!疑念に沈黙を提供する確実性に関する有益な程度"というものが, 有

利働く｡ したがって, 単なる可能性では十分でない｡

根拠もなく, 自由な意思決定の排除の証明に対し厳格な要求を立て,

かつ, その種の状態が存在したことについての, 極度な (もっとも高い)

確実性, または, 確信に境界を接する確実性が存在しなければならない

ことを要求する��フレンスブルクの見解 (���������
����) には, 従

うことができない｡

他方, 医学的側面から, ときどき, ｢自殺は, それ自体ですでに, 自

由な意思決定の排除を推論させる｣ という見解も主張されうるが, 賛成

できない｡

それでも, 自由な意思決定の排除の証明にかかる要求を強く引き下げ

る, ということは妥当かもしれない｡ その結果, 保険者は, 精神活動の

病気的障害を示す決定的証拠があるすべての事案において, できるかぎ
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り給付義務を負うことになろう (以上, ����)｣｡

｢ほとんど常に自殺に先行するところの, どのような情緒的な精神的

衝動, 精神疲労, 情緒的な精神不安も, 自由な意思決定を排除するもの

ではなく, したがって, 病気的障害の証明とみなすべきでない｡ 当該自

殺行為を実行する直前 (短時間前) における被保険者の行動が, 明白に,

理性的な検討の基礎に基づいて実施されていたということ (事実) は,

自由な意思決定の排除に反対しうる＜自由な意思決定の排除ということ

にとって不利に働きうる｡ 筆者補足＞ (思慮分別のある遺書, 遺言)｡

他方, それでも, 被保険者に �形式上・外形上の知性 (��	
��


����������)�が維持されており, 彼が自殺の前に, 彼の職務上の活動

を, 決められたとおりに実行し, そして, 病気による彼の行動の変化が,

彼の職場の同僚からも, また, もっとも身近な親族からも気づかれなかっ

たという事実 (こと), また, 彼の行動の中に, そのほか, 特異性が示

されなかったという事実 (こと) は, 自由な意思決定の排除に反対しな

い (不利に働かない)｡

被保険者が, 内因性のうつ病のもとで, 彼の自殺を正確に計画し, 準

備したという事実も, 自由な意思決定の排除に反対しない (不利に働か

ない)｡ というのも, その計画に関する能力および論理的思考に関する

能力が, 内因性うつ病のもとで, 拾い上げられなかった (能力が発揮・

使用されなかった) からである；彼の意思決定というものは, 彼のうつ

病的思考過程に満ち満ちており, その思考過程をもはや抑える事ができ

なかったということを通して, 排除される｡ (以上, ����)｣

｢請求を申立てる者は, 被保険者の自殺に関連して, 精神活動の病気

的障害の状態での自殺であったことを示唆しうる一連の個々的事情 (長

年にわたるアルコールの濫用, 家族親類の危機, 自殺の計画のもとでの,

ただ見せかけだけの, 思慮分別ある行動) を申し述べるときには, 自由

な意思決定の排除は, そのもとで, 専門家による鑑定を求めることなし

には, 判断することができない｡
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鑑定人は, 自由な意思決定が問題となる人物を, もはや見分・面会す

ることができず, 調査・診察することができないので, そのような鑑定

人は, そのもとで, 唯一, ｢証明された事実の総体から, 自殺を通して

死に至った被保険者の行動 (ふるまい) に関して, 場合によっては (も

しかすれば) 取り出せる｣ ところの推論 (結論) だけを頼りとする (以

上, ����)｣｡

｢被保険者が, 自殺を, すでに, 何日間も, 意図して (もくろんで)

おり, そのあと, 計画されていたとおりに自殺が実施されたかどうか,

それとも, 被保険者が, �異常な自暴自棄 (絶望) に襲われ, そして自

殺行為に押しやられたかどうか�が不確かなままである場合, 自殺が自

由な意思決定が排除された状態の中で実行されたかどうかの確認にとっ

て, 病気であったとのイメージ・見立て (�	
�) は, 非常に, 不確かで

ある (以上, ����)｣｡

以上のように, �	�
��は, 要旨, まず, ������条２号の法文言と

���条１項２文の法文言とが一致することを指摘し, ���条の議論とで一

定の接続があることに言及するも, しかし, ������	�や�����	���と

は異なって, 行為無能力 (概念) と自由な意思決定の排除 (概念) とは,

本来異なるものであること (かさならない部分があること) を明確に指

摘し, したがって, 行為無能力規定である������条と法文言が同じで

あるからといって, 行為無能力であることが決定的となって, その観点

から������条１項２文の例外が生じると解してはならないことを説

いている｡ そのように, �	�
��は, 注意深く, (また, 適切にも) 行為

無能力者であれば自殺をする (＝行為無能力と自殺の親和性) という関

係性が必然に認めれられるわけではないと考え, 自殺者が, ｢行為無能

力者であったかどうかでなく―その意味において (法律行為論の問題で

ある) 行為無能力概念からはなれて―｣, 自殺者が, 精神障害によって

｢自殺行為時に, 別のことを欲することができなかったか (自殺を選択

するよりほかなかったか)｣ が, 唯一決定的となる, と説いている｡
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そして, オーストリア最高裁 (�������	
��	
) が定立した定義を引

用して, 自由な意思決定は, その意思が, 知性ないし思考力 (������

����) からではなく, 知性ないし思考力の外に横たわる情緒的ないし感

情的な突然の心の動き (������������������) ―それは, 行為者が

理性的な検討に従う能力がないというほどに激しいものである―に基づ

いて定められたというとき, 存在しないという｡ より具体的には, 精神

病, うつ病, 完全酩酊など, 一定程度の継続性を有する (短時間の障害

ではない) 精神活動の病気的障害が原因で, 被保険者が, コントロール

不能な本能的衝動ないしイメージ・考え (�������������) によって,

利害得失の比較検討に基づく自由な意思決定が不可能な程度に支配され

ていた場合には, ����	�条１項２文の構成要件を満たし, 免責に対す

る例外が導かれるが, 反対に, 理性的な検討によって操舵される被保険

者の意思が, 依然, 彼の決定・決断に影響を及ぼしている限りでは, 自

由な意思決定の排除というもの (したがって例外則の発動) は, いまだ,

認められないとする｡

その結果, 単に, 自殺のもとで一般的に存在するような情緒的・感情

的な精神病 (������������������) が存在するに過ぎないとき, 自由

な意思決定の排除は, いまだ認め得ないとし, また, 動機に操舵された

意思が, 依然として, 被保険者の自殺の決定に影響しており, その意思

をその限りで理解できる限りにおいて, 単なる意思の薄弱 (��������

��� ����) ないし疲労困憊状態, または, 単なるうつ病の調子の狂い

(!�"�����#��������������) は, 自由な意思決定の可能性を排除し

ない, などと論じている｡

さて, 本稿の関心事にそって, ������の見解を分析すると, まず,

①精神障害中の自殺が免責とならない理論的根拠について, ������も,

これを積極的に明らかにしていない｡

しかしながら, やはり������も, 先に見た見解と同様, ｢自己の生命

を絶つ意識があったか否か｣ (主観的意図) を問題にしていない｡ すな
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わち, ������は, 自由な意思決定とは, ｢�正常な	意思決定である｣

としたり, また, 
�
条１項２文を適用して例外的保険者の有責を導く

にあたり, ｢自殺者が, 彼の行為の無意味さを認識していたということ

は, 問題にならない (重要ではない) (��
�)｣ としたり (これは, 要

するに, 仮に, 行為者が, 自身において, 自殺という無意味な行為をす

ることの認識 (＝死の結果に対する認識) があったとしても, 自由な意

思決定が排除された状態による自殺となる場合がある, という理解につ

ながる), また, 例外的保険者の有責を導く法律要件としての ｢自由な

意思決定の排除｣ に関連して, ｢行為者が理性的な検討に従う能力がな

いというほどに激しい, 知性ないし思考力の外に横たわる情緒的ないし

感情的な突然の心の動き (������������������) に基づいて, 意思

が決定されたとき (��
�)｣ や, 被保険者が ｢コントロール不能である

本能的衝動ないしイメージ・考え (�������������) によって, 利害得

失の比較検討に基づく自由な意思決定が不可能である, という具合に,

非常に, 支配されている｣ とき (��
�) には, 自由な意思決定は存在

しないと論じている (これは, 要するに, 仮に, 行為者が, 死の結果に

対する認識があって自殺したという場合でも, 理性的な検討によったも

のでない限り, 自由な意思決定が排除された状態による自殺となる場合

がある, という理解につながる)｡

これらは, ������が (も), 精神障害中の自殺をもって, 単純な故意

欠如の問題であると捉えていない証である｡ そのように, ������も,

結果 (死) に対する認識・認容の有無を単純に議論するという枠組みを

採用していないのであって, そのことは, いわゆるドイツの法律上の制

度としての精神障害中の自殺有責法理は, 単純な故意 (自己の生命を絶

つ意識) 欠如の問題として整理されていないのではないかという, 先の

推論を一層補強している｡

次に, ② ｢自由な意思決定｣ 概念の具体的内容は何かという問題意識

に関連して, ������は, ｢自由な意思決定｣ とは, ｢正常な意思決定
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(��������	
��������

�����)｣ のことであり, 具体的には, ｢病気

の影響から自由な, 環境ないし外界・世間 (���������
) の理性的な

把握に基づいて生じ, また, 理性的な熟考から生じる意思決定｣ のこと

であるとする｡

そして, ������
�, �����
���と同様, そのような自由な意思決定

が排除されていた (行えなかった) といえるかどうかは, 行為者が自殺

のときにおいて, 死という選択をすることについて ｢利害得失の比較検

討ができたかどうか｣ にかかっているものとする｡

すなわち, 仮に, 何らかの精神活動の病気的障害が存在していたとし

ても, 依然, 被保険者 (自殺者) において, 死を選ぶことのメリット (＝

例えば, 一般論としては, 諸々の人生の悩みから解放されること｡ 筆者

補足) がそれを選ばないことのデメリット (＝例えば, 一般論としては,

諸々の人生の悩みと向き合い生きていくこと｡ 筆者補足) よりも大きい

という判断ができて自殺していたのであれば (いわゆる打算自殺), 死

を選択することについて ｢利害得失の比較検討ができている｣ 状態での

自殺であって, まさにそこに理性が働いているものといえ, 当該自殺は,

自由な意思決定による自殺として, ２文にいう ｢その排除｣ は存在しな

い, と考えるのである｡ だからこそ, その具体的判定には, 了解可能な

動機 (被保険者の打算) の存在ないしその検討が重要視されている｡

(�) ドイツの議論のまとめ

精神障害中の自殺に関する上記のドイツの議論をまとめれば, 次のと

おりである｡

まず, わが国とは異なり, ドイツの保険契約法には, 自殺を免責とす

る法律規定 (���条１項１文) とともに, 精神障害中の自殺について保

険者が依然給付義務を負うとする法律規定 (���条１項２文) が明文の

形で存在している｡

そして, これらの規律は, 同一条文中のいわゆる前段後段の形で置か
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れている｡ そのことから, ドイツでは, 精神障害中の自殺も ｢自殺であ

る｣ と (一旦) 整理されたうえで, もし, ｢精神活動の病気的障害によ

り自由な意思決定が排除された状態｣ の自殺であったことの立証が成功

すれば, 例外則としての ｢免責とならない自殺｣ になる, と再整理され

る関係がある｡

このような条文関係であるからこそ, わが国に見られたような議論,

すなわち, ｢精神障害中の自殺は, 自殺ではない｣, という議論が起こっ

てこないのであろう｡

わが国では, 自殺を免責とする法律規定しか存在しない｡ だからこそ,

その例外が認められるという議論になったとき, それは免責事由として

の ｢自殺｣ にあたらないとか, ｢精神障害中の自殺は, 自殺ではない｣

という議論が自然と起こってくるのであるが, ドイツのように, 例外と

なる自殺を明文で定める規定があるときには, 無理に �それは自殺でな

い�, という必要はなくなり, 自殺であるが例外則にいう自殺である,

という議論をすれば足ることとなる｡

そして, わが国のように, 仮に, ｢精神障害中の自殺は, �自殺ではな

い�｣ という議論が起こるとき, 他方で自殺とは故意の自死行為をいう

ため, ｢精神障害中の自殺は, �故意を欠如する行為�｣ であるから, 免

責にならない, という議論もまた起こってきうる｡ そのように考えると

き, 精神障害中の自殺が免責とならない理論的根拠は, ｢故意が欠如す

る｣ ということに求めることになるが, ドイツでは, そのような議論が

起こらない条文構造に元々なっているので, 精神障害中の自殺が免責と

ならない理論的根拠を ｢故意が欠如すること｣ に求めるような議論が生

じていない, とまとめることができよう｡

さて, そのようなドイツにおいて, 精神障害中の自殺が免責とされな

い理論的根拠は, 単純な故意の欠如 (単なる結果の認識の欠如) ではな

く, 行為に対する期待可能性の観点にも注意をはらう, 故意の欠如より

も広い意味における ｢帰責性欠如｣ に求められているものと解される｡
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立法理由書によれば, 保険事故が帰責性ある故意 (��������	
���

�
��
���) をもって引き起こされていないということが立証された所

で免責は正当化されない, ということを現在の������条１項２文の

立法趣旨とし, その法理の背後には, 生命保険の目的の実施ないし遺族

の利益の考慮があるとする｡

｢帰責性ある故意｣ という表現からも伝わってくるが, その考え方は,

行為者のもとに仮に ｢故意 (死の結果に対する認識)｣ があったとして

も, ｢帰責性のある故意｣ がなければ, 責められない (免責は生じない)

というものである｡

また, 立法理由書をはなれて, ドイツ学説の諸見解を分析すれば, そ

れらも, 精神障害中の自殺が免責とされない理論的根拠は, 単純な故意

欠如 (自己の生命を絶つ意識の有無ないし死の結果に対する認識の有無)

の問題と整理しておらず, 民事法的に責任のない行為に制裁は向けられ

ないという価値観のもと, 自殺という行為を図った行為者 (の側) にそ

の責任を求めうるか, という, やはり, 帰責性欠如 (責任阻却) の問題

と捉えているであろうことが明らかになった｡

さらに, 付言すれば, 今問題としている������条１項２文にある

｢精神活動の病気的障害により自由な意思決定が排除された状態｣ のな

かで行為 (ここでは自殺) をする, という ｢法律要件｣ は, 民法典

(���) の中の行為無能力 (わが国にいう意思無能力の議論に近い) の

要件を定める規定 (������条２号) にも, また, 責任無能力の要件を

定める規定 (������条１文) にも, まったく同様の法文言の形におい

て登場する ｢法律要件｣ であった｡ そのように, 行為者 (表意者) には

その意思表示に拘束させる前提が欠けるとの理由でその意思表示を絶対

的・確定的に無効とし, もって行為者を保護している規定 (������条

２号) や, 行為者に不法行為ないし債務不履行責任
(��)

を問うことができな

いとして行為者を保護している規定 (������条１文) と共通の ｢法律

要件｣ が, ������条１項２文にもあるということは, 精神障害中の自
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殺有責の法理を定める������条１項２文も, ���におけるそれらの

問題類型と同様, �行為者に行為の責任を問えない (＝帰責性の欠如)�

とする共通の考え方に立っている (すなわち, 精神障害中の自殺有責の

法理は (も) 帰責性欠如の法理である), との強い推論を働かせる｡

さて, そこにいう帰責性が問えるかは, ドイツの実定法上, ｢自由な

意思決定が排除されていたか否か｣ という法律要件該当性の問題として

審査される｡

ドイツ法において, ������条１項２文における ｢精神活動の病気的

障害により自由な意思決定が排除されていた状態｣ という文脈における

｢自由な意思決定｣ 概念は, 精神的な病気の影響から自由な, 依然, 理

性的な熟慮によって操舵された (依然, 思考力の内にある) 被保険者の

正常な意思決定を意味し, そのような ｢自由な意思決定｣ があったかど

うかの判定にあたっては, 自殺のその瞬間に, 死という選択をすること

に対する利害得失の比較検討が, 客観的・冷静にできていたか否かを決

定的として判断する, とされていた｡

要するに, 死を選ぶことのメリット (例えば, 苦しみからの解放) と,

反対に死を選ばないことのデメリット (例えば, 悩みに向き合って生き

なければならないこと) との比較検討が, 自身の問題として客観的・冷

静に行われたかどうかが判断され, それが肯定される場合 (典型的には,

了解可能な動機が存在する打算自殺のケース) には, 自由な意思決定に

よる自殺, 反対に否定される場合 (例えば, 思考力の外にある情緒的・

感情的・本能的衝動による自殺のケース) には, 自由な意思決定によら

ない自殺 (保険者有責) とされる｡

そのような内容をもった ｢自由な意思決定の有無｣ が, 唯一, 有責と

免責とを切り分ける判定要素として用いられている｡

ところで, ドイツでは, ｢精神活動の病気的障害により自由な意思決

定が排除されていた状態｣ (であった), という明文の法律要件が置かれ

ているため, 紛争においては, その要件該当性にのみ注力すれば足り,
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したがって, これをまた別の法概念, たとえば, 心神喪失 (��������	�


���
�：ドイツ民法
��条参照), その他の類似概念 (����������������


��������������
�����
���������������
���������ほか：ドイツ刑

法��条参照), あるいは行為無能力 (��������������
���
�：ドイツ民

法���条参照) といった法概念にあえて置き換える必要性もその要請が

強く働かないためか, そのような置き換えを経てする精神障害のレベル

に関する議論というものは, あまり聞かれなかった｡

もっとも, そのうち, 行為無能力 (意思無能力) の概念との関係性に

ついては, �
����の見解に限るものの, 行為 (意思) 無能力概念と自由

な意思決定 (排除の) 概念とは内容が違うこと, 行為無能力の観点から,

例外則が発動するかの判断をすべきでないことが明確に説かれていた｡

また, いわゆる心神喪失や心神耗弱の概念との関係性についていえば,

やはり積極的にそのような概念を持ち出して  ��!�条１項２文の議

論をするということはされていなかったが, いずれにしても, 例えば,

｢本物の精神病が存在している必要はない｣ ("�����
�������
���) と

か, ｢アルコール濫用は, 関係者が永続的アルコール濫用ゆえに彼の批

判能力及び認識能力において著しく減じられた結果, …自由な意思決定

が排除された｣ 場合には１項２文の例外を導く (�����
���) とか,

｢意思の薄弱およびうつ病状態についても, 被保険者が, 彼のコントロー

ル不能な衝動及び想像によって, 利害得失の比較検討に基づく自由な決

断が排除されていたという具合に支配されてい｣ れば例外が導かれる

(�
����) といったような論説を内容的に分析すれば, 自由な意思決定

排除が認められる精神障害レベルの問題について, いわゆる心神喪失と

いったような狭い範囲 (もっとも酷い障害) に限定して, 例外則の発動

を認める, といったような考え方はとられていないと思われる｡

したがって,   ��!�条１項２文の精神障害中の自殺にかかる議論に

関連して, ドイツ民法 (���) ���条２号を参照するよう指示されるこ

とがあるのは事実であるが, おそらく, それは,   ��!�条１項２文に
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おける ｢�� ����� ��������	�

������
������ �����
���������

���
�����������
���
������������
��
�
�����
｣ という法概念

が, そのまま, 民事の一般法である������条２号に既に使用されてい

る関係上, いわゆる体系解釈の視点にも注意せよとの形式的指示に過ぎ

ないものと思われ, したがって, ���に規定されている行為無能力概

念と������条１項２文に規定されている自由な意思決定排除の概念

の無理なすりあわせを行わさせようとする意図はないように思われる

(ちなみに, 他方において, ������条の参照が指示されない理由は,

検討した先の見解のどこにもでてくることがなく, 全く不明, というほ

かない
(��)

)｡

Ⅳ�おわりに 私見

精神障害中の自殺有責法理の本質は, 単純な故意欠如の問題か, それ

とも, (一部において故意欠如の問題も含むがそれにとどまらない) そ

れとはまた別の問題か｡

わが国において, 従来の多数説は, その法理の本質は, 故意の欠如

(自己の生命を絶つ意識ないし意思の欠如)｣ にあると見てきたようであ

り, 他方, 近時の有力説及び近時の下級審裁判例は, その本質は, ｢自

由な意思決定の欠如｣ にあると見てきたようである｡

他方, この点, ドイツ法では, その法理の本質は, 単純な故意の欠如

(単なる結果の認識の欠如) ではなく, 自由な意思決定の欠如にある,

と解することで一致しており, それは, 単純な故意欠如ゆえの法理では

なく, 行為に対する期待可能性の観点にも注意をはらう, (故意の欠如

よりも広い意味での) 帰責性欠如ゆえの法理であると, 理解されてきた｡

わが国 (とりわけ従来の多数説) の議論とドイツの議論とにおいて,

このような違いが生まれるのは, ドイツ保険契約法には, わが国の保険

法 (旧商法を含む) には存在しない, 同法理そのもののに関する法律規

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(��)



定が存在し, なおかつ, その明文規範において, ｢自由な意思決定の排

除・欠如｣ という法律上の概念まで存在している, という法制上の違い

が存在することに原因があると思われる｡

すなわち, 日本の保険法には, 例外規律としての精神障害中の自殺有

責規定 (������条１項２文参照) が存在しないので, 仮に精神障害中

の自殺を有責とする規範を認めようとする場合には, 当たり前であるが,

その規範を放り込む法制上の枠がないわけであって, 結局, そのような

法制では, 精神障害中の自殺は, (免責事由とされている) ｢自殺そのも

のではない｣ と整理せざるを得ないことになる｡ 他方で, 自殺とは, 故

意に死に至らしめる行為と解されている｡ �精神障害中の自殺は自殺で

ない�という命題と, �自殺は故意に死に至らしめる行為である�とい

う命題があわさるとき, ｢精神障害中の自殺は, 故意に死に至らしめた

行為でない｣ という, 新たな命題が生まれる｡ ここに, 精神障害中の自

殺は, ｢故意の欠如｣ 行為であり, したがって精神障害中の自殺有責法

理というものは, 故意の欠如を本質 (理論的根拠) とする法理である,

とする理解が誕生する｡

そして, そのように, 同法理を, 一旦, 故意の欠如を本質とする法理

と捉えてしまうと, 次に, 故意の欠如という評価ができるのは, 結局,

唯一, 死の結果に対する認識 (意識ないし意思) が ｢無｣ い行為のみで

あるので, 死に対する認識 (意識・意思) が (まったく) ｢無｣ いとい

う状態, すなわち, 心神喪失の状態 (＝心神喪失の状態は同時に, 通常,

意思 ｢無｣ 能力の状態でもあると言われている) が必要ではないか, と

いう考え方と結びつきやすく, その方向に議論が流ていきやすい｡

他方, ドイツの保険法には, 精神障害中の自殺を有責とする規範を放

り込む法制上の枠があらかじめ用意されているので, 精神障害中の自殺

を, 無理に (免責事由とされている) ｢自殺そのものではない｣ と整理

する必要はなく, 精神障害中の自殺も �自殺であるが�, しかし, 例外

的に (＝帰責性の欠如ないし責任阻却, さらに, その背後にある遺族保
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護の配慮の実質論ゆえに), 保険者が給付義務を負うことになる自殺で

ある, と整理される (あるいは整理できる)｡ そのように, ドイツ法で

は, 精神障害中の自殺は, 自殺ではない, とする理論が, すでに法制上

明確に排除･否定されているということができ (���条１項２文は, １

文の自殺に該当するもののうち, 例外的に給付義務を負う, としており,

２文にあたるものは, 自殺ではないとしているわけではない), その結

果, そこに, 精神障害中の自殺は, 自殺ではなく, したがって, ｢故意

の欠如｣ 行為である, というような考え方が入ってくる余地も奪われて

いるのである｡

そして, そのような法制のなか登場するのが, ｢自由な意思決定の排

除｣ という法律概念であった｡ 例えば, �����	は, 自由な意思決定の

排除の有無について, ｢唯一決定的なのは, 当該自殺者にあって, 彼が

行動した時に, 
別のことを欲することができなかったか�どうかであ

る｣ と述べていたが (前述), 
自殺を欲していた�前提で論じられてい

るこの論説からも明らかなように, 当該 ｢自由な意思決定の排除｣ とい

う概念自体, ｢故意の欠如｣ という概念からは切り離された, それとは

内容が異なる概念とされていた｡ その内容としては, 故意の欠如という

意味よりも広がりを持つ (例えば, そこでは, 期待可能性があったかど

うか―そうするよりほかはなかったか―という面も考慮されている),

行為者の ｢帰責性の欠如｣ という意味合いが込められていた｡

そして, そのように, 単純な結果の認識ではなく, ｢自由な意思決定｣

という, (行為者に対する) 帰責性という意味合いを持つ概念が当該議

論に持ち込まれたとき, 当該 ｢自由な意思決定｣ がなかったときには保

険者有責, あったときには保険者免責にするという議論 (要するに, ���

条１項２文の法律要件該当性判断) の中で, 行為者にどの程度の意思

の不十分さ (精神障害のレベル) があったことを要求するかという点に

ついては, 幅のある (比較的自由な) 判断を許容する関係性が生まれて

くる｡
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すなわち, 期待可能性という面にも配慮しつつ, 行為者に帰責できる

か否か (また, それゆえに, 保険者の利益より, 遺族の利益を優先すべ

きか否か), という観点からの考察になるので, いわゆる心神喪失の場

合のみ帰責できないもの (有責とする) とする判断もあるにはあるが,

それが唯一の答えでもなく, 他方で, いわゆる心神耗弱でも帰責できな

いもの (有責とする) とする判断も生まれでてくることになる｡

この点, 実際, ドイツでは, 確かに, 意思無能力にかかる������条

２号を参照するよう指示がなされるものの, しかし, ���条２号と完全

に同じように, いわゆる心神喪失といった行為 (意思) 無能力にこだわ

り, その場合に限定して例外則が適用されるとの狭隘な議論は見られず,

かえってそれが否定されるなど, 幅のある (比較的自由な) 判断を許容

する素地のもとで議論が行われていたところである｡

それでは, 以上の分析を踏まえて, わが国の同法理の位置づけとして,

いずれの立場を採用すべきであるか｡

確かに, 明文としての精神障害中の自殺有責規定をもたず, したがっ

て, また, 自由な意思決定という法概念も当然には存在していないがゆ

えに, 今問題にしている事象は, ｢自殺｣ ではない, と形式的に整理せ

ざるをえないわが日本法の法制ないし法形式に忠実になるとき, 精神障

害中の自殺が有責となる理論的根拠は ｢故意が欠如 (自己の生命を絶つ

意識ないし意思が欠如) すること｣ にあるとみて, 精神障害中の自殺有

責法理は, ｢故意が欠如するがゆえに自殺にならず, 当然, 免責になら

ないとされた｣ 法理である, とする解釈を採用する余地はある｡

そもそも, 現在, わが国でも多用される ｢自由な意思決定｣ 概念など,

もともとドイツには存在しても日本には何ら法律上に根拠がない概念で

あって (せいぜい, 大審院が昭和��年判決で言い出したに過ぎない),

そのような概念は勝手に持ち込むべきではない, という立場からすれば,

そのような純粋な解釈が支持されよう｡

しかしながら, その方向性に対しては, 法形式にこだわり過ぎた解釈
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である, という批判もでてこようか｡ すなわち, どういった経緯からか

は不明であるとしても, すでに, わが国の議論に持ち込まれ, 実態とし

て広範に定着している ｢自由な意思決定｣ 概念
(��)

を軽視ないし無視し, そ

れとはすり合わせが困難な理論的根拠 (＝ここでは, 故意の欠如) にな

おしがみついていくこと (例えば, 自由な意思決定という概念は承認す

るも, 自由な意思決定の欠如とは, 当該法理の理論的根拠と整合性をとっ

て, 故意が欠如することをいう, として, 本来, 捕捉する範囲の違う別

概念を同列に扱い, その限りで自由な意思決定概念を制約 (軽視) した

り, また, そもそも自由な意思決定概念など, わが法制上に市民権はな

い, といったような極端な解釈をすることなど) が, はたして適切か,

という批判である｡

結局, 日本の法律には制定法上, 何ら根拠のない借り物の概念 (自由

な意思決定) によってわが国のこの議論が進展してきた (また, それゆ

えに, 理論的には, 現状批判的な学説の定立も可能である), という認

識をどこかにとどめおくことは必要かもしれないが, これほどまでに浸

透している ｢自由な意思決定 (能力)｣ 概念の �存在感�に直面すると

き, それはもはや無視も軽視もできず, それゆえ, 精神障害中の自殺有

責法理は, 純粋な故意欠如ゆえの法理ではなく, 自由な意思決定概念に

通じ, またそれに支配される, (故意欠如よりも広い意味での) 帰責性

欠如ゆえの法理である, とする方向において解釈していくことのほうが,

より難が少ないように思われる｡ 消極的な理由であるが, 私見は, その

方向性を支持したい｡

さて, そのように, 法の発展をふまえた現状追認的な立場をとり,

｢自由な意思決定｣ という概念を媒介とした帰責性欠如の法理でこの問

題を把握していく限り, その ｢自由な意思決定｣ 概念のおそらく輸出元

であるドイツで展開されてきた議論の成果を, わが国の議論に参照する

ことは, 今, 方向性を定めたこの議論の一層の進展にとって, 有意義で

あろう｡

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(��)



先に述べたように, ドイツでは, とりわけ, その精神障害中の自殺有

責法理に, 自由な意思決定という概念が介入することで, 単純な故意欠

如の法理とは別の, 期待可能性も考慮に入れた, それよりも広がりを有

する帰責性欠如の法理が理解されることになったと論じたが, この点,

わが国でも, ｢自由な意思決定概念｣ を導入する方向で議論する以上,

同じく考えていけばよいのであって, 精神障害中の自殺有責法理の本質

(理論的根拠) は, ｢行為者における帰責性の欠如｣ にあり, より具体的

には ｢自由な意思決定ができなかった者の行為に不利益は与えられない｣

という内容の法理として理解されるべきである
(��)

｡ 精神障害中の自殺有責

法理は, 死の結果を認識していなかったがゆえに認められる法理ではな

く, 自由な意思形成を期待できなかったがゆえに認められる法理である｡

そのように, 今, 改めて, 故意の欠如と自由な意思決定の欠如との違

いが再認識される必要がある｡

これまで, わが国の学説には, 故意の欠如 (自己の生命を絶つ意識の

欠如) と自由な意思決定の欠如を同列に扱おう (すりあわせよう) とす

る傾向がみられたが, 両概念は分けられるのであり, また, 本来, 分け

るべき概念であって, 自由な意思決定という, 故意よりも内容において

広い射程を有する概念を承認してこれを導入するなら, いさぎよく, 故

意欠如という考え方からは離れ, そのような自由な意思決定概念によっ

て導かれる例外法理は, (故意という狭隘な概念にとどまらない, より

広がりのある) 帰責性 (その欠如) の観点をもって説明していくのが正

当である｡ 故意の欠如 (自己の生命を絶つ意識の欠如) と自由な意思決

定の欠如とを, 無理にすりあわせる必要もその正当性もない
(��)

｡

なお, このような例外則 (保険者の有責) の結論は, ドイツにおいて

は, ������条１項２文 (例外則にかかる明文の法律規定) の立法理由

である遺族保護 (���条１項２文の立法趣旨) の観点から正当化されて

きたが, この点, 日本においては, 例外則にかかる明文の法律規定その

ものがなく, 例外則の立法理由に頼ってその結論を正当化する, という
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ことはできないので, 本来則である自殺免責の規定に抵触しないという

形で, その結論を消極的に正当化していけばよい｡ すなわち, 日本では,

自殺免責の根拠が生命保険の不当利用防止と信義則違反に求められてい

ることから, その趣旨と整合的に, ｢精神障害により意思を完全に喪失

していた自殺行為の場合は当然のこととし, 意思が一部に残存している

ものの著しく不十分な状態であって, 場合によっては, その残存した一

部の意思をもって死の結果を認識していた (いわゆる故意があった) と

思われるときでも, 自由な意思決定によらない自殺行為であったという

ならば, その行為は保険契約関係者間の信義則に違反する行為とはいえ

ないし, そこに不当利用の可能性も考えにくいので, 有責とされる, と

考えればよい｡

また, ドイツ法においては, そのような ｢自由な意思決定｣ が排除さ

れていたか否か, すなわち, �自由な意思決定があったかなかったか�,

という �単純な事実の存否の判断 (のみ)�が, 免責と有責とを分ける

決定的 (唯一の) 基準にされてきた｡

この考え方も, わが国に導入すべきであろう｡ 考え方としては, 自由

な意思決定がなかったならば, ただちに, また, 確定的に, 信義則違反

等自殺免責を有責に変化させることについて弊害になる要素は何ら問題

にならないと考え, 当該, 自由な意思決定がなかったという �単純な事

実の存否の認定判断のみ�で, ただちに, また, 確定的に, 保険者有責

の結論を導くべきである｡ 反対に, 自由な意思決定があったならば, た

だちに, また, 確定的に, 信義則違反など自殺免責を有責に変化させる

ことについて弊害になる要素が問題になるものと考え＜あとでみるよう

に, 自由な意思決定とは, 死を選択することについての利害得失判断の

ことであるから, いわば, 自己の利害得失判断で, 保険者には不利な行

動に出たことが, この場合の信義則違反の具体的内容になる＞, 当該,

自由な意思決定があったという �単純な事実の存否の認定判断のみ�で,

ただちに, また, 確定的に, (原則どおり) 保険者免責の結論を導くべ
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きである
(��)

｡

本稿でふれた日本法における下級審裁判例の動揺として, 自由な意思

決定 (能力) があったか否かの評価にあたり, 純然たる自然科学的評価

ではなく, ｢被保険者が, 保険契約当事者間の高度の信頼関係を一方的

に破壊したか否か｣ の観点から評価すべきである, と説くものを紹介し

たが, 後段でおそらくいわんとするような信義則的観点は, すでに, 自

由な意思決定があったか否かの評価 �そのもののなかに�(上記のとお

り) 自動的・機械的に組み込まれており, すでに ｢自由な意思決定の有

無｣ の判定のなかに, 信義則違反の有無の評価も同時に内包されている

と考えるべきであるから, やはりこのような判旨は説得的でない｡

次に, 自由な意思決定概念を導入して, この問題を解決するという方

向性をとるとき, やはり, 問題になるのは, その ｢自由な意思決定｣ と

いう概念の具体的中身であろう｡

｢自由｣ な ｢意思決定｣ といっても, 何に対しての自由なのか, また,

具体的に, どのようなことが理解できて意思を決定していれば, ｢自由｣

であった (自由な意思決定であった) ということになるのか｡ わが国で

は, この概念が多用され, しかも, それが免責有責を切り分ける決定的

に重要な要件であるにもかかわらず, その中身については議論がほとん

どなく, 不明確なままであるのが現状であった｡ したがって, わが国で

は, 事件を担当する裁判官が何をもって自由な意思決定があったとする

かは, それこそ, 自由な状態にある｡ これでは, 判断にぶれがでよう｡

ドイツ法において, ����	�条１項２文における ｢精神活動の病気的

障害により自由な意思決定が排除されていた状態｣ という文脈 (要件論)

における ｢自由な意思決定｣ 概念は, 精神的な病気の影響から自由な,

依然, 理性的な熟慮によって操舵された (依然, 思考力の内にある) 被

保険者の正常な意思決定を意味し, そのような ｢自由な意思決定｣ があっ

たかどうかの判定にあたっては, 自殺のその瞬間に, 死という選択をす

ることに対する利害得失の比較検討が, 客観的・冷静にできていたか否
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かを決定的として判断する, とされていた｡

そのポイントを要約すれば, 自殺のその瞬間に, 精神活動の病気的障

害の影響を受けることなく (＝病気的障害から自由であり), それゆえ

に死を選択することに対する自己の利害得失関係 (利害得失の比較検討)

を, 自身において, 客観的ないし冷静に分析できていたという状態が,

｢自由な｣ 状態であり, その自由な状態の意思決定があれば, ｢自由な意

思決定があった｣ とされるのである｡

そこにいう, 死を選択することに対する自己の利害得失関係の分析

(利害得失の比較検討) とは, 例えば, 死を選ぶことのメリット (抱え

ている問題・苦しみからの解放)・デメリット (肉体的な一時的苦痛)

と, 反対に死を選ばないことのメリット (肉体的な一時的苦痛がない)・

デメリット (悩みに向き合って生きなければならない継続する苦痛) を

比較検討することであり, その検討ないし分析が, 冷静・客観的な状況

分析のもとで行われているかが, ｢自由な意思決定｣ の有無, したがっ

て, 免責の可否にとって, 決定的となる
(��)

｡

自由な意思決定という概念をドイツの法律から借用して, それを導入

する以上, わが国においても, このドイツ法の理解と同じように考えて

いってよいものと思われるし, 実質的にみても, 当該判定基準により同

法理を運用していくことは, 同法理の本質の理解 (帰責性欠如の法理)

とも平仄がとれるので, 妥当である (自由な意思決定, すなわち, 病気

的な障害から自由で, 冷静になされた自身の利害得失判断において, 保

険者には不利に作用する行動 (自殺) にでたことは, やはり, 行為者本

人 (その利害関係人である保険金受取人を含む) に, 帰責 (＝免責に)

してしかるべきである, といえる)｡

以上, わが国においても, ドイツ法と同様に, ｢自由な意思決定｣ 概

念をより具体化し, ｢行為者が, 精神活動の病気的障害の影響を受ける

ことなく, 死を選択することに対する自己の利害得失関係 (利害得失の

比較検討) を, 自身において, 客観的ないし冷静に分析できていた｣ か
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否か, という具体的判断基準 (様々な認定事実を集結させてする, いわ

ゆる総合判断なるものが目指すべきゴール地点) が定立されるべきであ

り, 個々の紛争事案においては, ｢その事実｣ の存否にかかる当てはめ

作業がなされるべきである (＝上記のように内容を具体化・明確化した,

＜その意味で新しい＞自由な意思決定の有無の判断)｡

次に, ｢自由な意思決定｣ が 『欠如する』, と評価するときの精神障害

の水準をどのように考えるべきか｡ 先の自由な意思決定概念の内容との

関係でいうなら, この問題は, 幅がありうる判断の中で, ｢精神活動の

病気的障害の影響を受けることなく……客観的・冷静に分析できた｣ と

いう評価を与えてはならないとする, その線引き (換言すれば, ｢例外

則を発動すべき精神の傷み具合｣) の問題と位置づけられる｡

前述のとおり, 現在, わが国においては, どの程度の精神の ｢痛み｣

があれば, 例外則 (保険者の有責) を発動してよいかの議論について,

学説, 裁判例に見解の一致はなく, 主に, 意思無能力・心神喪失必要説

と, 心神耗弱以上必要説とが対立している状況があったが, 例外則が発

動する精神障害の水準をどう考えるのかという問題は, 先に述べたよう

に, 精神障害中の自殺有責法理の理論的根拠をどう考えるのかという問

題と, 一定程度, 関連性を有する｡ 今一度確認すると, (私見の立場で

はないが) 同法理を, ｢故意欠如｣ を本質とする法理と捉えるとき, 故

意の欠如という評価ができるのは, 結局, 唯一, 死の結果に対する認識

(意識ないし意思) が ｢無｣ い行為のみであるので, 死に対する認識

(意識・意思) が (まったく) ｢無｣ い, という状態, すなわち, いわゆる

心神 ｢喪失｣ (＝同時にそれは, 意思 ｢無｣ 能力の状態であるとされる)

が必要ではないか, という考え方に結びついていく｡ 他方, (私見の立

場である) 同法理を, 帰責性の欠如を本質とする法理と捉え, その本質

に一貫する ｢自由な意思決定｣ 概念を持ち込んで, この問題を解決しよ

うとするときには, 行為者に帰責できるか否か, という観点からの評価

ないし考察が行われ, そこでは, いわゆる心神喪失の場合のみ帰責でき
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ないもの (有責とする) とする判断もあれば, それが唯一の答えでもな

く, 他方で, 例えば, いわゆる心神耗弱の状態でも帰責できないもの

(有責とする) とする判断もありえる結果, いわゆる心神喪失 (＝同時

に, 意思無能力状態) であることが必要, という厳格な要求をすること

にはこだわらない, 比較的自由な判断を許容する関係性が生まれてくる｡

このように, 実は, 自由な意思決定概念と, これまで有力学説にいわ

れてきた意思無能力 (具体的には, 心神喪失の状態を言いたいと思われ

る) の水準とは, 相性がよくない｡ わが国においては, 裁判例を中心に,

自由な意思決定という概念が広く用いられるわけであるが, そのように,

自由な意思決定という, �本来はというと, 意思無能力 (心神喪失) の

場合にこだわらず, それよりも, 多少幅をもって, それよりも軽い精神

障害にも例外則を認めうるところの�概念
(��)

を用いる一方, 他方それを導

くのに必要な精神障害のレベルの議論となれば, ｢意思無能力 (いわゆ

る心神喪失) が必要である｣ という (狭隘な) 議論がなされるとき, 両

者の �不相性�がたたって, 議論に混乱が生じるのであり, 実際, わが

国の議論には, 少なからずその混乱が起こっているのではないかと思わ

れる｡ 自由な意思決定概念を用いて問題を解決しようとする以上は, む

しろ, 許容幅は広げて, いわゆる心神喪失の状態にある場合はもちろん

いわゆる心神耗弱に相当するような状態でもかまわない (＝自殺行為者

に帰責しない), という議論をするほうが, 実は, 素直な議論になる｡

以上を踏まえてどう考えるか｡ まず, 精神障害中の自殺有責法理にお

いては, 精神障害という状態ないし症状に �幅�のある問題が扱われて

おり, 他方で, 自殺は何らかの精神異常・精神障害を伴なっているとい

われるがゆえに, もし精神障害があればそれで足るということにしてし

まったのでは, 世の中の自殺はすべて例外則の精神障害中の自殺となっ

て, 自殺免責が事実上打てなくなり, 結果, 自殺免責を設けている意味

も没却されるがため, やはり, どこかその �幅�のなかで, 例外を導く

精神状態とそうでない精神状態との線引きをしなければならないのは確
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かである｡ 次に, それでは, その線引き水準について, いわゆる心神喪

失, 心神耗弱といった概念を用いつつ, それが意味する精神状態のレベ

ルでその線引きをするかである｡ この点, 私見の立場では, あくまで,

｢精神活動の病気的障害の影響を受けることなく……客観的・冷静に分

析できたか｣ どうかが問題となるので, 論理関係上, その議論をするに

あたり, 必ずしも心神喪失ないし心神耗弱といった法概念を持ち込む必

然性はない (これまで, いわゆる, と修飾したのはその意図である｡ ま

た, 同様に, 意思無能力という概念の導入も同じく, 必然に要請される

ものではない)｡

私見においては, そのような心神喪失・心神耗弱といった法概念ない

しそれがそれが意味する精神状態 (水準) とはひとまず無関係に, 死の

選択決定能力, より具体的には, 死を選択することに対する自己の利害

得失関係の判断に対する客観的分析能力, 冷静な分析能力が備わってい

たかが問われることになる｡

ここに, 具体的に ｢冷静さ｣ をいかなるレベル (精神の痛み具合) で

認定するかは, 多分に政策的となるが, 自殺は少なからず ｢冷静さ｣ を

欠いた精神状態で行なわれること, わずかでも ｢冷静さ｣ を欠いていれ

ば例外則の対象になると解すれば自殺免責条項が空文化してしまうこと,

自由な意思決定の有無の判断は, 即, 表裏・同義の関係として, 信義則

違反の有無の評価につながることを考えあわせると, 上記分析能力が ｢著

しく不十分｣ であったときにはじめて ｢冷静さ｣ が失なわれていたとし,

その場合に限って例外則を発動させること (保険者有責とすること) が

妥当であろう｡

最後に, この問題に関する証明責任分配をどのように考えるか｡ これ

は, 実定法上の概念である, 保険法��条１号にいう ｢自殺｣ をどのよう

な意味に解するのかにも深くかかわってこよう｡

判例 (前述, 大審院大正５年) は, 自殺の意義について, ｢自殺トハ

被保険者カ故意ニ自己ノ生命ヲ断チ死亡ノ結果ヲ生セシムル行為ヲ指称
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スルモノ｣ とする｡

したがって, 自殺免責を主張する保険者が, まず, 被保険者が故意に

死亡の結果を生じさせたこと, すなわち, ｢被保険者に, 死の結果に対

する認識があった事実｣ を立証する責任を負う｡ ここでは, 単に, 形式

的な故意が証明されればよい｡

これを立証された保険金受取人の側が, その自殺が, いわゆる精神障

害中の自殺であると争うとき, 精神活動の病気的障害等により, ｢自由

な意思決定によらない｣ 自殺であったこと, すなわち, その行為者が,

精神活動の病気的障害等の影響を受けた結果, ｢死を選択することに対

する自己の利害得失関係 (利害得失の比較検討) を, 自身において, 客

観的ないし冷静に (または, 著しく不十分にしか) 分析できていなかっ

た｣ 事実を立証する責任を負う, と解する
(��)(��)

｡

本稿は, 公益財団法人かんぽ財団平成��年度の助成による成果である｡

記して御礼申し上げる｡

[註]

(１) 大森忠夫 『保険法 [補訂版]』 ���頁 (有斐閣����年), 山下友信 『保険

法』 ���頁 (有斐閣�		�年)｡

(２) 大判大�・�・��民録��輯�
�頁, 大森・前掲・保険法���頁｡

(３) 山下・前掲・保険法���頁｡

(４) 大森・前掲・保険法���頁, 竹�修 ｢人保険における自殺免責条項｣ 立

命館法学���・���号
��頁 (����年), 原弘明 ｢生命保険法における精神障

害・疾患に関するわが国裁判例の体系的分析―自殺免責・告知義務違反を

中心に―｣ 生命保険論集��	号��頁 (注１), 潘阿憲 ｢精神障害中の自殺と

保険者免責｣ 生命保険論集・生命保険文化センター設立�	周年記念特別号

Ⅱ��頁 (�	��年)｡

(５) 大判大�・�・��民録��輯�
�頁は, 麻痺狂という精神病により縊死した

と事実認定されながらも自殺免責を適用して免責を認めた原審判断に対し,

｢同条ノ規定ハモト保険制度ノ原則ニ鑑ミ保険契約当事者間ニ於ケル危険
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ノ分配及ヒ利益ノ保護ヲ公平ナラシムル為メ設ケタルモノニ外ナラサレハ

同条ニ所謂自殺トハ止タ被保険者カ故意ヲ以テ自ラ其生命ヲ絶ツ場合ノミ

ヲ指称シタルモノト解ス可ク過失ニ因リテ自ラ死地ニ陥リタル場合又ハ精

神病ニ因リ自ラ死ナル結果ヲ発生セシメタル場合ノ如キハ之ヲ同条ニ所謂

自殺中ニ包含セシムヘキモノニ非ス論者或ハ同条第二号第三号ニハ ｢保険

金額ヲ受取ルヘキモノカ故意ニテ被保険者ヲ死ニ致シタルトキ｣ 又ハ ｢保

険契約者カ故意ニテ被保険者ヲ死ニ致シタルトキ｣ トノ規定アルニ拘ラス

同条第一号ニハ単ニ自殺ト規定シアルニ過キサルヲ以テ其所謂自殺ハ必ス

シモ故意ノ場合ニ限ルヘキモノニ非ストノ論ナキヲ保セスト雖モ同条第一

号ニ於テ単ニ自殺ト規定シ其故意ニ基ク場合ナルコトヲ特ニ明言セサル所

以ノモノハ自殺ナル文辞自体カ当然ニ其故意ノ場合ナルコトヲ意味スルカ

故ニ外ナラス是レ現今多数学者ノ等シク是認スル所ニシテ他ニ有力ナル異

論アルヲ聞カサル所ナリ｣ との上告理由を付して争われた事件の判断とし

て, ｢商法第四百三十一条第一項第一号ニ所謂自殺トハ被保険者カ故意ニ

自己ノ生命ヲ断チ死亡ノ結果ヲ生セシムル行為ヲ指称スルモノニシテ死亡

ノ結果カ過失行為ニ基因スルカ若クハ精神病其他ノ原因ニ依リ精神障碍中

ニ於ケル動作ニ基因シ被保険者カ自己ノ生命ヲ断タントスルノ意思決定ニ

出テサル場合ヲ包含セサルモノトス従テ被保険者カ後者ノ原因ニ依リ死亡

シタルトキハ保険者ハ同条ノ規定ニ依リ保険金支払ノ責ヲ免ルルヲ得サル

ヤ勿論ナリトス本件ニ於テ原審ハ被保険者草薙岩松ノ死亡ハ痲痺狂ナル精

神病ニ依リ自ラ縊死ヲ遂ケタルモノニシテ自殺ナルコトハ甲第一, 二号証

ノ診断書中畧ヲ綜合シテ之ヲ認定スルニ十分ナリト判示シ岩松ノ死亡カ精

神病者ナルニ拘ラス尚ホ自己ノ意思決定ニ依ル自殺ニ基クモノナリト認定

シ従テ理由ニ矛盾齟齬アルカ将又 (はたまた) 精神病ニ因リ精神障碍中ニ

於ケル縊首ナル動作ニ基クモノナリト認定シナカラ之ヲ自殺ナリト解釈シ

従テ法規ノ解釈ヲ誤レル失当アルヤ右判示ニ依リテハ之ヲ明カニスルヲ得

サルヲ以テ原判決ハ此点ニ関シ法規ノ解釈ヲ誤ルカ又ハ理由齟齬ノ不法ア

リ破毀ヲ免レサルモノトス｣ と判断している｡

(６) 大森・前掲���頁｡ 潘・前掲��頁も同旨｡

そのほか, 水口吉蔵 『保険法論全 [訂正��版]』 ���～���頁 (清水書店

����年) も, ｢自殺トハ自己殺害行為ナリ換言スレハ故意ヲ以テ自己ノ生

命ノ絶滅センコトノ目的ヲ以テ自己ヲ殺害スル所為ナリ…知覚精神ヲ喪失

シテ為シタル場合モ故意ヲ�クヲ以テ為メ二死亡ヲ来タスコトアリトスル

モ其所為ヲ自殺ト云フヲ得サルモノトス…自殺カ精神障害ノ状態二在ルト

キハ之ヲ純粋ノ自殺ト見ルヘキニ非スシテ寧ロ疾病二基ク死ト認メ所謂精

神病者トシテ知覚喪失者ト同一二其死ヲ以テ自殺ト認ムヘキニ非サルヘシ｣
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としている｡

松本烝治・判批・法学協会雑誌��巻����頁は, 大判大�・�・��判決に賛

成して, ｢自殺ナル語自体ハ故意ノ行為を指示ス｣ とし, 同 『保険法』 ���

頁 (有斐閣���	年) は, ｢精神病其他ノ原因二因リ心神喪失中二自殺行為

ヲ為シタル場合二ハ自殺ノ意思決定ナキモノナルヲ以テ此場合ヲモ包含セ

サルモノト解スへシ｣ としている｡

青山衆司 『保険契約法』 ��
頁 (日本評論社����年) は, ｢所謂自殺とは

自己の生命を失ふ意思を遂行したる事実をいふ…茲に其意思の存在は�い

てはならぬ｡ 即ち有意自殺 (��
�
���������
��) でなければならない…

精神病者であっても, 一旦健康を回復したとき, その意思ありと認められ

れば自殺のこと亦考え得られうる｡ 只精神病により此の意思を生じその目

的を遂行したる場合はこれと異なり, 以て無意識の行為と見て差し支えな

かろう｣ としている｡

竹�修 ｢人保険における自殺免責条項｣ 立命館法学���・��
号���～���

頁 (����年) は, ｢自殺免責条項にいう自殺に該当するためには, 被保険

者が自由な意思決定ができる精神的能力を有する状態で自殺を決定し実行

することが必要である｡ これがない状態で行われた自死行為は, 保険契約

の存在とは無関係であるだけでなく, 精神病その他の, 自己の意思以外の

原因によって死亡したものであるから, 自殺とは認められない｣ とし, 同・

保険事例研究会レポート�
�号��頁 [追加説明] (生命保険文化センター

����年) も, ｢故意といえるためには, 被保険者に一定の自由な精神活動

ができなければならないが, 一方で故意を否定するためには, 被保険者が

心神耗弱, 心神喪失の状態や事理弁識能力がなく, およそ本人の意思活動

といえない場合を要すると解するのが一般である｡ 病気等により精神障害

があるとしても, それが行為時点において心神耗弱など被保険者の意思活

動をほぼ無きに等しい状態にしていたと認められることがなければ故意を

否定することはできない｣ とする｡

なお, 金澤理 『保険法 [下巻]』 ��頁 (成文堂����年), 田辺康平 『新版

現代保険法』 ���頁 (文眞堂����), 西島梅治 『保険法 [第３版]』 (悠々

社���	) �
�頁, 坂口光男著・陳亮補訂 『保険法 (補訂版)』 ���頁 (文眞

堂����), 倉沢康一郎・判批・別ジュリ��号���頁等らでも, 自殺が, ｢意

識的に行われる必要があること｣ や, ｢生命を絶つ意識があること｣ が強

調されている｡

(７) 潘・前掲�	頁, ��頁｡

(８) 山下友信＝永沢徹編 『論点体系 保険法２』 ���～��	頁 (第一法規����)

[山下友信]｡ なお, 山下友信＝竹�修＝洲崎博史＝山本哲生 『保険法 [第
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３版補訂版]』 ���～���頁 (有斐閣����) [竹�修] でも, ｢自殺とは, 被

保険者が故意に自己の生命を絶ち死亡の結果を生じさせることである｡ 被

保険者が過失行為または精神疾患その他の原因による精神障害中の動作に

より死亡したときは, 自殺免責条項にいう自殺にはあたらない｡ 被保険者

が心神喪失の状態で自害行為をして死亡した場合は, 自由な意思決定によ

るものではなく, 死亡の結果を理解して行為したものとは認められないか

らである｣ とされている｡ そのほか, 原・前掲��頁も, この立場である｡

(９) 大分地判平成��・	・�判時�	��号���頁｡ 同じく, 東京地判平成��・��・

�
判タ����号���頁, 東京地判平成��・	・���
����インターネット文

献番号 [�����
��], 東京地判平成��・��・�
�
����インターネット

文献番号 [���		���], 奈良地判平成��・�・��判タ����号���頁 (但し,高

度障害保険の故意免責が争われた事案), 新潟地判平成��・�・��生保��巻

���頁, 東京高判平成��・�・��生保��巻
��頁 (ただし, 意思能力という

概念のもとでの著しい減弱をいう) など多数｡

(��) 実は, このようにまとめられる考え方は, 早くも, ロエスエル氏の商法

草案の中に登場する｡

ロエスエル草案 (司法省 『ロエスエル商法草案 下巻』 ����年) におい

て, ���条柱書は, ｢保険ハ左ノ場合二於テ無効トシ又ハ無効トナル者トス｣

とした上で, その第３号が, ｢処刑ノ為或ハ処刑中或ハ重軽罪ヲ犯シタル

直接ノ結果トシテ死亡シ或ハ病患二遭ヒ又ハ果合或ハ其他 �随意及び故意

ヲ以テ死亡シ�若クハ病患二遭フタル時｣ と定めて, 自殺免責を規定して

いた (��部分｡ なお, 部分は筆者による) (同・���丁)｡

ロエスエルは, その説明として, 次のように述べている (同・���丁～

��	丁)｡

｢刑法上ノ責任能力ヲ以テ為シタル自殺ヲ保険ヲ無効二スルノ源因トナ

スハ各国法律及保険申合規則二於テ是認ヲ経タル所ナリ…然レドモ法律ト

保険申合規則トハ悉ク同一ナル二非ス唯其自殺ノ随意二出タルモノト否ト

ノ別ヲ立テ前者ノ [随意の＝筆者注] 場合二限リ保険ノ効力ヲ失ナフモノ

トスル一点ハ確定セルモノト見做スヲ得ヘシ……｣

｢左ノ諸項二当ル者ハ保険ヲ無効トス (甲) …… (乙) …… (丙) 果合

ヲ以テ死亡シ若クハ自殺セシ時但自殺ハ随意二故意ヲ以テ為シタルトキ即

チ死セントノ意趣ヲ以テ自カラ為ス可キノ行為二出テタル時二限ル今自殺

者二シテ知覚ヲ失ナハス仮令ヒ他二道アルヘキモ理由アリ自殺ヲ擇ヒタル

トキハ随意二出テタル者ト見做スヘシ然レドモ精神ノ錯乱若クハ思力知力

ノ衰弱二依リテ決断ノ自由ヲ失ナフタルトキハ随意ト見做スへカラス此ノ

如キハ之ヲ疾病ト見做シ疾病ヨリ生スルノ結果ハ病者ノ責任二帰スへカラ
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サルナリ｣ (下線筆者)｡

以上, ロエスエルは, いわゆる自殺免責を, ｢随意及び故意ヲ以テ死亡

シタル｣ とき免責 (無効) になる, と法文上表現し, ここに, 随意概念と

故意概念とを区別した上, 被保険者に知覚があり, 他の選択があったけれ

ど理由があって自殺を選択したときは, それは, ｢随意｣ におこなったも

の, すなわち, ｢束縛や制限を受けず, 自分の心のまま｣ におこなったも

の (尚, それを, 故意に行ったもの, とは言っていないことに注意) とす

る一方, 精神錯乱や思力知力の衰弱によって決断の自由を失っておこなっ

たものは, ｢随意｣ におこなったものとみるべきでない (尚, ここでも,

それを故意に行ったものとみるべきではない, とは言っていないことに注

意) とする｡ あとで考察するように, ここに出てくる, ｢決断の自由｣ と

それに関連した ｢随意｣ の概念は, ｢自由な意思決定｣ 概念と内容的に同

じものと思われる｡ また, ロエスエルが, そのような精神障害中の例外を

考える実質的根拠を, ｢病者ノ責任二帰スへカラサルナリ｣ として, 帰責

性の欠如に求めていることも注目される｡

なお, ロエスエルは, いわゆる自殺免責 (正確には無効｡ 以下同じ) を

含む, 草案���条３号 (自殺無効のほか, 死刑, 犯罪中死亡, 果し合いの

場合の免責＜無効＞をも定める) は, ベルギー法及び英国の裁判慣例に倣っ

たものと説明している (���丁)｡

(��) もっとも, 長谷川仁彦 ｢精神障害 (うつ病) による自殺と保険者免責｣

保険学雑誌���号���頁 (�	��年) は, 本文に示した一般の傾向からはめず

らしく, その内容に迫り, ｢ 『自由な意思』 は, 社会生活の上での一定の

制約の中で 『強制・束縛・制限されていない意思』 と理解される｣ とする

が, それ以上に, この概念を明らかにしていない｡

(��) なお, そのほか, 学説には, 精神障害による被保険者の自殺は病死であ

るから, 免責とならない, という説明を与えるものもある｡ これは, 古く

は, ロエスエル草案にも垣間見える考え方である (前注参照)｡ 江頭憲治

郎 『商取引法 [第７版]』 ��	頁 (弘文堂�	�
年), 水口・前掲���頁｡

(�
) 山下友信・保険事例研究会レポート���号７頁 [コメント] (生命保険文

化センター�		�年) は, ｢精神障害中とはどの程度のものをいうのかは,

過去の裁判例の蓄積もなく, 必ずしも明らかでない｣ としていた｡ 同旨,

遠山聡・判批・別冊ジュリ�	�号���頁 (�	�	)｡

(��) 山下・前掲・保険法���頁｡

(��) 内田貴 『民法Ⅰ総則・物権総論 [第４版]』 �	�頁, ���～���頁 (東京大

学出版会�		�年)｡ そのほか, 川井健 『民法概論Ⅰ民法総則 [第４版]』 



頁 (有斐閣�		�年), 四宮和夫・能見善久 『民法総則 [第８版]』 �	頁, ��
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頁 (弘文堂����年), 谷口知平・石田喜久夫編 『新版 注釈民法 (�) 総則

(�)』 ���頁 [鈴木ハツヨ] (有斐閣����年) も参照｡

(��) 同旨, 潘・前掲���頁｡ なお, 潘教授は, これを有力説とし, この立場

を支持する見解が多いとする｡

(��) 大阪地判平成��・９・��生保��巻	
�頁は, ｢自殺とは, 被保険者が故意

に自己の生命を絶ち死亡の結果を生ぜしめる行為を意味し, 精神病その他

の原因により心神喪失状況の下で自己の生命を絶つ行為は含まないと解す

るのが相当である｣ とし, 意思決定能力を著しく減弱していた場合につい

てはとくに言及することなく, 精神分裂病による心神喪失状態が死亡当時

に存在したと認定し, 自殺にはあたらない, としている｡ そのほか, 意思

能力という概念を使用した裁判例として, 東京高判平成��・�・��生命保

険判例集��巻���頁があるが, むしろ, これは少数である｡

(��) 竹�・前掲・事例研レポート��	号��頁｡ 潘・前掲���頁も, 前記竹�説

をそのまま引用し, この立場を支持する｡

(��) 山下典孝 ｢生命保険契約におおける自殺免責条項に関する若干の考察｣

法学新報���巻９・��号���頁 (����年), 遠山聡・判批・別冊ジュリ���号

��	頁 (����年) も, この立場のようである｡ なお, その理由として, 遠

山・前掲同所は, ｢被保険者の自殺を免責事由とする趣旨からすれば, 意

思決定能力が完全に喪失していた場合に限る必要はなく, それが著しく減

弱していた場合も, 免責事由にいう 『自殺』 に含まれないとする余地があ

る｣ とする｡ なお, おそらく, ロエスエル商法草案・前掲・���丁もこの

立場であると推察される｡

(��) 大分地判平成��・�・�判時���	号�	�頁｡ 同じく, 東京地判平成��・��・

��判タ�
�	号��
頁, 東京地判平成��・�・���
����インターネット文

献番号 [�		����	], 東京地判平成�
・��・���
����インターネット

文献番号 [�	
��

�], 奈良地判平成��・�・��判タ��
�号���頁, 新潟地

判平成��・�・��生保��巻���頁, 東京高判平成��・�・��生保��巻���頁

(ただし, 意思能力というが概念のもとでの著しい減弱をいう) など多数｡

(��) ����� 国際疾病分類第��版 (����年改訂) 第５章�������精神及び行

動の障害参照｡

(��) 大分地判平成��・�・�判時���	号�	�頁｡

(��) 甲府地判平成��・�・�
判時����号���頁｡

(�
) 奈良地判平成��・�・��判タ��
�号���頁｡

(�	) 例えば, 大分地判平成��・�・�判時���	号�	�頁は, ｢本件自殺行為時,

うつ病の影響を相当程度受けていたが, うつ病発症前の本来の人格が全く

失われてしまったとまではいえないから, 心神喪失状態にあったとまでは

中京法学	�巻４号 (����年) ���(��)



いえない｣ が, ｢被保険者のように, 相当程度うつ病の影響を受けている

場合に, 自由な意思能力を著しく減弱したものであるのかは, 減弱の程度

がどの程度であれば ｢著しく｣ と考えるかによって, 具体的事例での評価

が分かれうる事柄であるところ, 前記 [１] から [５] までの事情＜ [１]

被保険者は, 本件自殺行為時, 少なくとも中等症以上のうつ病に罹患しており, 当該うつ
病は, 重症かこれに近い程度であった可能性が高いこと, [２] うつ病発症後の被保険者
の活力の減退による易疲労感の増大や活動量の減少, 将来に対する希望のない悲観的見方,
さらには, 本件自殺行為自体などは, うつ病発症前の被保険者の前向き・意欲的で, 精神
的な強さを持った性格・人格の面等からはかけ離れた面があること, [３] 被保険者には,
うつ病発症後, うつ病の基本症状がいくつもみられ, 奇異な行動も見られたほか, 第三者
からみても, その言動及び精神状態に異常性を感じさせる程度のものであったこと, [４]
被保険者は, 入院を希望し, その準備を進め, 本件自殺行為直前まで, 入院治療等に期待
をつないでいたが, 突如本件自殺行為に及んでおり, 発作的に自殺した面もあること,
[５] 被保険者の自殺の動機は不明であるが, 仮に精神的・肉体的な苦痛及び疲労感, 会
社の経営苦, 不倫相手や原告の存在・精神的負担感などが自殺の動機になったとすると,
一見了解可能な動機が存在したかにみえるが, いずれもうつ病の多大な影響を否定するこ
とができず, うつ病がなければ自殺の動機にまではならなかった可能性があること＝筆者
注＞は, それ自体 ｢著しく｣ と判断するのに矛盾はない程度のものである
し, 全体として採用できる鑑定の結果＜＝影山鑑定人の結論のとおり, 被保険者
は, 本件自殺行為時に, うつ病に罹患しており, その程度は, 少なくとも中等症以上であ
り, 重症かこれに近い程度であった可能性が高いと認められる｡ …なお, 被保険者のうつ
病を中等症であったとする橋本意見書の結論を採用することはできない＝筆者注＞も同

様の意見であること, 前記のとおり, 精神障害の病態として自殺念慮が出

現する蓋然性が高いと医学的に認められる知見があることが公的な見解と

して取入れられていること (しかも, 本件は, うつ病の程度が重いかそれ

に近いものである｡) などを考慮すると, 前記 [１] から [５] までの諸

事情等が指摘できる本件被保険者の場合, 少なくとも ｢死｣ に関しては,

自由な意思決定能力が著しく減弱していたものとみるのが相当である｣ と

している｡ このような判断は, 著しく減弱していたと判断することに矛盾

がなければ, 著しく減弱していたと判断してよいとするもので, 判断基準

というものは無いに等しい｡

(��) 但し, 他方で, 医師の意見に基づいて, 相当程度, 重症の精神障害によ

る影響を受けていたと認定しながら, 意思決定能力の喪失ないし意思決定

能力の著しく減弱を認めない裁判例も存在する｡ 例えば, 東京地判平成��・

��・�����	
�インターネット文献番号 [���

���] は, ｢重症に近い中

程度のうつ病に罹患していた可能性があり, 希死念慮も発現していたこと

からすれば, 本件自殺は, 上記のような精神障害が相当程度に影響して引

き起こされた可能性も十分に考えられる｣ としながらも, 結論としては,

｢本件自殺当時, 精神病等の影響によってその意思決定能力が相当程度影
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響を受けていた可能性は否定できないものの, その能力を喪失し又はこれ

と同視できる程度に著しく減弱した状態であったとまでは認めることはで

きない｣ としている｡

(��) 長谷川・前掲���～���, ���頁｡ なお, 同・判批・法律のひろば	
巻５

号		頁 (����年) は, 自由な意思決定があるというためには, 事理弁識能

力が前提として必要であるとする｡

(�
) 中込一洋・判批・保険事例研究会レポート���号５頁 (生命保険文化セ

ンター����年)｡

(��) 死亡保険の自殺免責にかかわる議論ではないが, 災害関係特約等, 傷害

保険契約における精神障害免責にかかる議論において, 勝野義人 ｢精神障

害免責に関する一考察｣ 保険学雑誌	��号���頁 (���	年) は, 同じ問題意

識にたって, 精神障害免責適用の際に意思能力という用語を使用すること

は適当でないとし, 山野嘉朗・判批・保険事例研究会レポート���号８頁

(����年) も, この種の議論において, 意思能力という用語が使われる趣

旨が明確でない, とする｡

(��) 東京地判平成��・��・�	判タ����号���頁は, ｢被保険者における死亡の

結果に対する正常な認識力と予期力がきちんと機能していたことが十分に

うかがえる｣ として, 免責にする｡

甲府地判平成��・�・��判時��
�号���頁は, ｢被共済者は, 重度ストレ

ス反応 (重度ストレスへの反応) 及び適応障害の精神障害を発症しており,

被共済者の本来的性格・人格と, 自殺前の性格・人格には乖離が見られ,

自殺に至る言動や自殺の態様にも異常性が認められることなどから, 上記

精神障害が被共済者の自由な意思決定能力を喪失ないし著しく減弱させた

結果, 被共済者は自殺に及んだ｣ とし, 自殺には該当しないとする｡

東京地判平成��・�・���
����インターネット文献番号 [�������
]

は, 被保険者は ｢死の意味を理解した上で, 自ら死を招くことを意欲して

いたものと認められ｣, ｢本件行為の当時, うつ病に伴う不安感, 焦燥感な

どの精神症状の下に, 希死念慮の影響を受けて本件行為に及んだというこ

とができるのであって, 被保険者がうつ病罹患前の通常の意思決定能力を

そのままの状態で維持していたとは考えがたく, うつ病に伴う不安感, 焦

燥感などの精神症状の下に希死念慮の影響を受け, その意思決定能力が少

なからず減弱していたことがうかがわれるというべきである｣ が, 被保険

者は, 上記のとおり ｢死の意味を理解した上で, 自ら死を招くことを意欲

してあえて本件行為に及んだのであって, このこと自体が, 被保険者の自

由な意思決定能力が失われ又は著しく減弱してはいなかったことをうかが

わせる事情である｣ とし, 自殺に該当するという｡
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東京地判平成��・��・�����	
�インターネット文献番号 [���

���]

は, ｢本件自殺当時, 精神病等の影響によってその意思決定能力が相当程

度影響を受けていた可能性は否定できないものの, その能力を喪失し又は

これと同視できる程度に著しく減弱した状態であったとまでは認めること

はできない｣ として免責とする｡

東京地判平成��・��・�����	
�インターネット文献番号 [���
����]

は, ｢統合失調症により意思能力が喪失していたか, 又は著しく減弱した

結果自殺したものと認めるのが相当であ｣ り, ｢被保険者の自殺は本件免

責条項にいう ｢自殺｣ に該当せず｣ とする｡

仙台地判平成��・��・��自保ジャーナル����号���頁は, 被保険者が縊

頚行為を中断した ｢その後嘔吐により窒息したのは被保険者の無意識下に

おいてのことであると認められるから, そこに被保険者の死亡という結果

に対する自由な意思決定というものを見いだすことはできない｣ として,

有責とする｡

新潟地判平成��・�・��生保��巻���頁 (なお, 自殺を遂げられず高度障

害となった事案) は, ｢本件自殺企図行為がうつ病に基づき発作的に行わ

れたものでないかと疑わせる事情も認められるものの…他の動機による自

殺企図の可能性及び冷静かつ周囲に十分配慮を払って自殺企図行為を決行

したことを示す事情も認められるのであって, これらの事情を総合すると,

Ａが当時罹患していたうつ病が, Ａの自由な意思決定能力を喪失ないしは

減弱させた結果本件自殺企図行為に及んだものと認めることはできない｣

とする｡

東京高判平成��・�・��生保��巻���頁は, ｢故意がなかったとするため

には, 前示のとおり, 更に前提となる意思能力の欠如ないし著しい減弱が

立証されなければならないところ, …結局, 故意を欠いていたといえるま

での意思能力の欠如ないし減弱まで認めることができない｣ とする｡

東京地判平成��・�・��判タ����号���頁は, 被保険者は, ｢自殺当時,

かなりの程度精神的・肉体的に疲弊しており, その言動等に多少理解困難

なものがあるものということはできるが, これらをもって, 太郎が精神障

害等により自由な意思決定ができない状態で自殺をしたものとまでは認め

ることはでき｣ ないとして, 免責とする｡

大阪高判平成��・�・��金判����号２頁 (但し, 自殺を遂げられず, 高

度障害保険金にかかる故意免責が問題とされた事案)は, ｢精神障害に起因

する自殺企図行為のすべてが本件免責条項の ｢故意｣ によるものではない

と評価することは, 契約当事者の合理的意思に反するものであって相当で｣

なく, 本件で ｢諸事情を総合すると, 被控訴人の罹患していたうつ病が,
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同人の自由な意思決定能力を喪失又は著しく減弱させた結果, 本件行為に

及ばせたものと認めることはできない｣ から故意行為に該当するとする｡

大阪地判昭和��・�・��判時���号���頁は, 被保険者の ｢精神疾患は,

単に心因による抑うつ反応ではなく, 生まれつきの素質から発病した内因

性うつ病であったと認めるほかはな｣ く, 自殺免責条項にいう ｢いわゆる

自殺は, 被保険者の自由な意思決定に基づき, その者の動作により死亡の

結果を来たすべき場合を指すと解すべきであるが, 遺書その他これに類す

るものが残されていない本件においては, 右死亡の形態のみから直ちに被

保険者が, その自由な意思決定に基づき, その生命を絶ったと推認するこ

とは難しく, …かえって, 前記認定のとおり, 被保険者は, 右死亡日の直

前である昭和五一年三月五日ころから, 内因性うつ病を再発し, 軽うつ状

態になっていたこと, 死亡当日死亡直前まで, 外見上, 正常に歯科診療に

従事していたこと, 遺書その他, 自由な意思決定に基づく自殺であること

をうかがわせるものはなかったこと, 内因性うつ病と自殺は切り離すこと

のできないものであること, 内因性うつ病による自殺は病初期または回復

期に多く, その方法は手段を選ばず, 刃物による頸部動脈切傷は, その一

典型であることを総合すると, 右死亡は, 内因性うつ病の病初期の発作的

自殺というべきである｣ として, 自殺ではないとした (但し, 別途, 告知

義務違反による解除, 免責により, 保険金の支払いは否定)｡

大阪地判昭和��・	・�	判タ��	号	
�頁は, 被保険者の ｢本件縊死が精

神病その他の精神障害中の動作によるものであるとみることは無理であつ

て, むしろ, 右 (四) ないし (六) に認定のような事情が重なり, それが

動機となつて自ら縊死したものとみる方が自然であり…右縊死は被保険者

がその自由な意思決定によつて故意に自己の生命を断ち死亡の結果を生ぜ

しめたものであると認定するのが相当である｣ とする｡

東京地判昭和	�・��・	
下民４巻��号�

�頁は, ｢相当に神経の疲労し

ていた被保険者が深夜偶々ベランダに出で或は塔に上りその雰囲気のうち

に感傷に陥り発作的に飛び込むに至つたものと推認するを相当と｣ し,

｢同約款にいう自殺とは商法第六百八十条第一項第一号にいう自殺と同趣

旨と解され, 前認定の発作的精神障碍中における動作に基因する死亡はこ

れを包まれないものと解するを相当｣ するとして, 自殺ではないとする｡

大審院昭和��・
・�	大審院判決全集７輯	�号５頁は, 原審は ｢本件自

害行為ハ当時原判示ノ如キ事情ニ因ル強度ノ神経衰弱症ノ結果精神障碍中

ノ動作ニシテ固ヨリ自己ノ自由ナル意思決定ニ基クモノナルニ非サルモノ

ナル旨認定シ右行為ニ基因スル同人ノ死亡ハ本件保険約款第十二条第一項

所定ノ自殺ニ該当セサルヲ以テ上告会社ハ右約款ヲ云為シ本件保険金ノ支
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払ヲ拒否シ得サルモノトシテ上告人ノ抗弁ヲ否定排斥シタルモノニシテ｣

所論の違法はない, として, その上告棄却の判断をしている｡

(��) 東京地判平成��・�・���	
��
インターネット文献番号 [��������]

は, ｢保険法��条１号及び本件免責条項の趣旨に照らせば, 本件免責条項

所定の期間内の自殺であっても, 被保険者が精神障害により自由な意思決

定能力を喪失ないし著しく減弱した状態でされた場合には, 当該自殺は,

本件免責条項所定の免責事由たる ｢自殺｣ に該当せず, 保険者は免責され

ないと解するのが相当である｡ この場合は, たとえ生命保険契約締結の動

機が被保険者の自殺による保険金の取得にあったとしても, もはや被保険

者が故意に保険事故を招来させたものとは評価し得ず, 生命保険契約上要

請される信義誠実の原則に反するものではないと考えられるからである｣

としながら, 結論を導く判断判断としては, ｢被保険者は, 相応の時間を

もって自殺の方法を選択し, それによって生じる結果についても十分に認

識・認容した上で, 当該行為の遂行を意思決定し, 自殺に及んだものであ

ると認められ｣ るとし, 結論, ｢本件自死については, 生命保険契約上要

請される信義誠実の原則に照らし, 被保険者である者が故意に保険事故を

発生させたものと評価せざるを得ないものというべきである｣ とし, 免責

としている｡

東京地判平成��・�・���	
��
インターネット文献番号 [��������]

は, ｢本件免責条項において被保険者の ｢自殺｣ が免責事由として定めら

れている趣旨が, 被保険者が自殺をすることにより故意に保険事故を発生

させることは, 生命保険契約における信義誠実の原則に反するものであり,

また, このような場合に保険金が支払われるとすれば, 生命保険契約が不

当な目的に利用される可能性が生ずるから, これを防止する必要があるこ

となどにあると解されることからすれば, 被保険者の死亡が, 精神疾患等

により被保険者の自由な意思決定能力が失われ又は著しく減弱した状態に

おいてなされた被保険者の動作に起因する場合には, 当該動作をすること

が生命保険契約における信義誠実の原則に反することはなく, また, 生命

保険契約が不当な目的に利用されるおそれを生じさせることもないから,

このような場合は, 本件免責条項にいう ｢自殺｣ に該当しないと解するの

が相当である｣ と判断している｡

大分地判平成��・�・�判時����号���頁は, ｢被保険者が自殺した場合で

も, 商法六八〇条一項一号及び本件免責約款で問題となる自殺には, 被保

険者が意思無能力者であったり, 精神障害中や心神喪失中であるなどして,

被保険者が自由な意思決定をすることができない状態で自殺した場合は含

まれないと解される (大審院…略…)｡ そして, 被保険者が自由な意思決

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(��)



定能力を喪失していた場合は当然として, 同能力を著しく減弱していた場

合であっても, 被保険者に自由な意思決定を期待するのは困難であるし,

自殺免責の趣旨 (射幸契約において被保険者自らが死という条件成就を図

ることが信義則違反であること, 生命保険金取得目的で保険に加入した後

に自殺するという生命保険の不当利用の防止が必要であること等) からし

ても, この場合も, 自由な意思決定ができない状態であるということがで

きる｣ としながら, 判断としては, ｢前記 [１] から [５] までの諸事情

等が指摘できる本件被保険者の場合, 少なくとも ｢死｣ に関しては, 自由

な意思決定能力が著しく減弱していたものとみるのが相当である｣ として

いる｡ 以上の裁判例は, 補強として持ち出す自殺免責条項の趣旨を, 信義

則違反と生命保険の不当利用防止という, 通説判例が理解する趣旨で考え

る (オーソドックスな) 裁判例である｡

他方, 大阪地判平成��・９・��生保��巻���頁は, やや特異であって,

自殺免責条項の趣旨を, 判例通説の内容で理解することなく, ｢自殺が保

険金支払の免責事由とされている趣旨は, 被保険者が意図的に招来した死

亡は保険料計算の前提となる危険の算定に含まれていないことにあるので,

右にいう自殺とは被保険者が故意に自己の生命を絶ち死亡の結果を生ぜし

める行為を意味し, 精神病その他の原因により心神喪失状況の下で自己の

生命を絶つ行為は含まないと解するのが相当｣ と判示する｡ もっとも, 現

在の生命表には, 自殺者による死亡も織り込まれているので, そのように

趣旨を理解することは不適当でなかろうか｡

(��) 奈良地判平成��・�・��判タ����号��	頁｡ もっとも, 正確には, 自殺免

責の例外が議論された事案ではなく, 死を遂げられなかった結果, 傷害保

険＜高度障害保険金＞にかかる故意免責の例外が問題になり議論された事

案と位置づけられるものである｡ 同判決は, ｢自殺が企図されるときの精

神状態の多くが, うつ状態などの精神異常状態にあることに照らすと, 精

神状態に起因する自殺企図行為のすべてが免責事由の ｢故意｣ によるもの

ではないと評価することは, 契約当事者の合理的意思に反するものであっ

て相当ではなく, 本件転落が ｢故意｣ に該当しないというためには, うつ

病罹患前に保険契約を締結した場合であって, [１] うつ病罹患前の原告

の本来の性格・人格, [２] 本件転落に至るまでの原告の言動及び精神状

態, [３] 本件転落の態様, [４] 他の動機の可能性等の事情を総合的に考

慮して, 当該精神障害が原告の自由な意思決定能力を喪失ないしは喪失と

同程度に著しく減弱させた結果自殺企図行為に及んだものと認められるこ

とを要することは, 被告主張のとおりであるが, その評価に際しては, 純

然たる自然科学的評価ではなく, 原告が保険契約者と保険者との間の高度
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の信頼関係を一方的に破壊したか否かの観点からされるべきである｣ とし

て, その判断基準を示すとともに, ｢原告は, 本件転落当時, 境界性パー

ソナリティー障害により, 精神状態に異常なものがあったというべきであ

り, 前記のとおり, 境界性パーソナリティー障害の自傷・自殺は, 突発的

な近親者とのトラブルから衝動的に行われ, ｢身近な人から裏切られた怒

りと絶望感｣ などの行き詰まった状況で基底にある ｢見捨てられ抑うつ｣

からの離脱, 解消, 逃避などのために衝動的に行われ, その衝動性ゆえに

防止が困難であることに照らせば, 同障害がなかったならば本件転落に至っ

たとは考えられず, 本件保険契約締結時及び同障害発症前の本来の人格が

失われていたということができるから, 本件転落は, 原告の自由な意思決

定能力が喪失されたといえるのと同程度に著しく減弱させた結果なされた

ものであるとみるのが相当である｡ そして, このように評価することは,

契約当事者の合理的意思に反するものということはできない｣ として, 有

責とする｡

なお, このような判決に対して, 学説は概して批判的であり, 要旨, 精

神障害中の自殺ないし受傷行為が有責とされるという法理は, その本質に

おいて, ｢自己の生命を絶つ意識が欠如している｣ ないし ｢自由な意思決

定が欠如している｣ という事実ないし理論的根拠に支えられており, そう

であるがゆえに, 当該法理の適用の可否, したがって, 有責とするか免責

とするかの判断は, 自己の生命を絶つ意識が欠如していたか否かという事

実の存否のみに依存する関係にあるから, ｢被保険者が保険契約者と保険

者との間の高度の信頼関係を一方的に破壊したか否か｣ といった, それと

は異質の規範的評価が, その適用可否の判断基準に持ち込まれることは不

当・不適切であると批判する見解が多いように思われる (拙稿・判批・法

セ���号���頁, 中込一洋・判批・金判����号��頁, 高橋祐司・判批・保険

事例研レポート	��号	�頁 (	��	年)｡

竹�・前掲・事例研究会レポート	��号		頁も, ｢本件判決は, この免責

条項の適用は, 『保険契約者と保険者との間の高度の信頼関係を一方的に

破壊したか否かの観点から』 判断すべきものであるかのように言うが, 本

件免責条項の趣旨および約款文言から逸脱しており, 妥当な解釈でない｣

とし, 自由な意思決定がなかったとする結論も相当疑問であるとする｡ な

お, 遠山聡・判批・ジュリ�

�号�	�頁も, そのような判断は, ｢慎重であ

るべき｣ とする｡ 但し, 長谷川・前掲・法律のひろば��巻５号�	頁は, 判

旨に賛成する｡

(��) 原・前掲��頁参照｡

(�
) 同旨, 潘・前掲��
頁｡ なお, 同・���頁は, ｢自由な意思決定能力は,
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明確な定義はないものの, 法律概念であ｣ るとする｡

(��) 裁判例では, ①精神障害罹患前の被保険者の本来の性格, 人格②自殺行

為に至るまでの被保険者の言動及び精神状態③自殺行為の態様④他の動機

の可能性等の事情を総合的に考慮し, ｢当該精神障害が行為者の自由な意

思決定能力＜意思能力とはいっていない＞を喪失ないし著しく減弱した結

果自殺行為に及んだものと認められるか否か｣ によって判断する, という

立場が広く採用されている｡ 前掲・東京地判平成��・��・��｡ 前掲・甲府

地判平成��・�・��等々参照｡ その判断枠組みの詳細及び分析については,

原・前掲	�頁以下, 潘・前掲�
�頁以下, 参照｡

(��) フランス法の自殺免責の規律は, 頻繁に改正・変遷を重ねている｡

�

�年最終改正の現行������条 (�
��年１月時点) は, 次のとおり規

定している｡

[１項]

�
�������������������������������������
�������������

������������������������������������������������������

死亡保険の場合, もし, 被保険者が, 契約から１年の間に, 意図的に

(��������������) 自らの命を絶ったとすれば, 無効となる｡

[２項]

�
��������������������������������������������������

�������������� �������������������!�����
��"���������

���"������������������������#�����������������#�������

"�����������������������#������������������������� ����

�������������������"����������

死亡保険の場合, 契約から２年を経過した自殺リスクをカバーしなければ

ならない｡

契約の経過のなかでの保険金額増額ケースについて, その増加割合につい

ては, 自殺リスクは, その増加のあとに続く２年を経過してから, カバー

される｡

[３項]

����������������������������������������������$����� ����

�����������������
�������������������������������"�������

����������������������������
���������������

第１項の規定は, ������条に記載の契約には適用されない｡

[４項・省略]

ところで, かつての法制, すなわち, �		%年改正のフランス保険法典�����

�条１項は, �
�������������������������������������
������
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���
��	�	�������

��	�

��	
���������


���
����
���������	�
	と規定していた｡

訳すると, ｢死亡保険の場合, もし, 被保険者が, 契約から１年の間に,

意図的及び識別的に (�����	
���
��	�	�������

��	) 自らの命を絶っ

たとすれば, 無効となる｣ という規律であった｡ なお, 山野嘉朗 ｢生命保

険契約における自殺免責期間短縮および自殺免責条項不適用に関するフラ

ンス保険法典改正 (����年７月２日法) について｣ 法学研究��巻３号

(����年) は, ｢�����	
���
��	｣ �	｢�������

��	｣ を, ｢自発的｣ か

つ ｢意識的｣ にと訳している｡

さらに法制をさかのぼること, ����年法 (法��条)・����年法 (������

条) は, 免責の文脈では, �����	
���
��	の概念のみを使用し, ����年

改正法のように, ｢�����	
���
��	｣ �	｢�������

��	｣ とはしていな

かったが, しかし, 立証責任を規定する同３項において, 被保険者の自殺

の立証責任は保険者に課し, 被保険者の������������(�������

��	の

反対語になる) の立証責任は保険金受取人に課す, という規律を置いてい

たので, �����	
���
��	という概念はまた別に, �������

��	という概

念がどこかに意識されていた｡

そのように, 現行法においては, �����	
���
��	に, かつ (及び), で

つながっていた, �������

��	という概念 (用語) は削除されているが,

少なくとも, 旧法制 (����年法) に存在した, ｢�����	
���
��	｣ �	｢����

����

��	｣ という概念は, 内容的に, いわゆる ｢自由な意思決定｣ とい

う概念に近似する｡ というのも, �����	
���
��	には, 私見が用いた

｢故意に｣ ないし ｢意図的に｣ という意味のほか, ｢自由意思による｣ ｢自

発的｣という意味もあり, また, 他方で, フランス法において,����������

(�������

��	) という概念には, ｢自己の行為を理解し, 認識する能力｣

という意味があるとされ, それは ｢承諾・同意 (������	�
��	) の成立

要素であって, 精神の障害などの原因でこれが欠けた場合, それは取消し

可能になる｣ とされているからである (山口俊夫編 『フランス法辞典』 ���

頁 (東京大学出版会����年))｡

しかしながら, そのように, ｢�����	
���
��	｣ �	｢�������

��	｣

という概念から, 免責の為には ｢自由な意思決定｣ が必要になる, という

ような何となくニュアンスが伺えるとしても, やはり, それは, ドイツ法

のように, ｢自由な意思決定によらない自殺の場合, 保険者は保険給付義

務を負う｣, と直接に規定し, その理を明確に示した法制ではなく, また,

それは, いずれにしても旧法制ということでもある (旧法下のフランスの

自殺免責の議論を紹介するものとして, 笹本幸祐 ｢人保険における自殺免

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(���)



責条項と証明責任 (�) から (４・完)｣ 文研論集���号���頁, ���号��頁,

���号	�頁, ���号��	頁 (�		�年から����年) がある｡ とくに, ���号���

頁から��
頁の議論をみれば, 少なくともフランス旧法制下において, 後

述するドイツ法とかなり近接する議論が行われていたことはうかがえる)｡

他方, 英米法については, 免責期間中の自殺は, 正常な状態でなされよ

うと精神障害中になされたものであろうと, 免責期間内の自殺であれば例

外なく免責される, という定めが置かれることがあるといい (長谷川・前

掲・論文�
	頁, 笹本・前掲���号���頁以下), わが国の文化, 議論と大き

く方向性が異なるようである｡

以上のことから, 自由な意思決定という概念を使用する, わが国の近時

の議論は, ドイツ法の議論との整合性が �より�高いのではないか, と考

え, まずはドイツ法の検討作業から行うこととした次第である｡

(��) 

����条により, ���条は, 保険契約者, 被保険者に不利益に変更で

きない片面的強行規定とされている｡

(��) §��	【����������】��������
���������� !�����"�����!#�����

��� 
���������� $�� ��� 
��%!������� &�� '������ !���()���

���*��� �#�!������+��������
����������  ����������(������,

������ #� ���#�-

.��
��%!������� ���
�������������������������()������"#�

�� ����� ��� !���/��������������� #��������������� 0���#��

1�#�1�#!��������� �������������� 1����� #� ��)��������-

(�	) 2������������ ��(.#�����

�(����(�-���-

(
�) 3���$�&�� 
���������� �$����# � ����&(§§��	(���(������(��

.�&������	��(�-���,���-

(
�) ドイツでは, そのように遺族保護という政策目的が, 片面的強行規定に

より図られている, ということになり, この点は, わが国と状況を異にす

る｡ わが国では, 約款において, 精神障害中の自殺も免責にするという合

意ができるかが議論され, これに肯定的評価があたえられることもあるが,

ドイツでは, その可能性が, 法制上, 排除されている｡ なお, この政策判

断は, ドイツにおいて, 生命保険についてのみ採用されており, 傷害保険

では, ゆるめられ, 傷害保険においては, 精神障害中の自殺を免責にする

合意も, 有効となる (+�����43#����(

�(�	-5�!�-����(§���-6�-��

(���������) 参照)｡

(
�) 6����4'#� ����(

�(
-5�!�-(���
(§���-6��,��('#� ����)-

(
�) ドイツ民法 (���) においては, 広く, 法的な行為をする能力ないし

法的に意味のあることを企てるための能力という (7#����� �!��� 1���)

中京法学��巻４号 (����年) ���(���)



という概念 (上位概念) のもと, 意思表示 (法律行為) を有効にする (又

は受け入れる) 能力としての行為能力 (������������	
��	�) という概念

(下位) と, 不法行為責任及び債務不履行責任を負う前提である責任能力

(��
������������	
��	�) という概念 (下位) が認識されており, 両者

は, 要件において区別され, 異なったものであるとされている (円谷峻訳

『ディーター・ライポルト ドイツ民法総論』 ���頁～���頁 (成文堂����

年), ����������

�
�	������������������ �����!	��"§��#�$����

����(!������

�
) 参照)｡

行為能力 (������������	
��	�) の概念は, 法律行為をそれ自身, 完全

な効力を伴って企てる能力である (������������%��!	��"§��#�$���)｡

本文において, &��
��	�が参照を指示している�����#条は, その行

為能力 (������������	
��	�) にかかわる民法規定である (なお, 後者

(責任能力) にかかわる規定は, ������条となり, ������条にいう不

法行為能力 ('��	�����	
��	�) は, ������条により契約上の義務違反に

も準用され, それらはまとめて責任能力と呼ばれている)｡

精神障害中の自殺の議論で参照が指示されているドイツ民法上の行為無

能力にかかる規律は, 次のとおりの内容である｡

まず, 行為無能力者を定義するドイツ民法��#条は, ｢次の者は, 行為無

能力者である｡ (１号) ７歳に満たない者, (２号) その性質によれば一時

的でない限りで, 精神活動の病気的障害により自由な意思決定が排除され
た状態にある者 ((�
�	�� �� ����� ��������	�

������
������

�����
������������
�����������
���
������������
��
�
�����


���	����｣ と規定する (ちなみに, 上記の斜体文字部分は, ������条１

項２文 (旧��)条２文) と完全に同じ法文言である)｡

以上のよう行為無能力にかかるドイツ民法規定は, 私的自治の原則下,

法律行為の行為者が, その意思表示に拘束されることを正当化するために

は, 表意者が自ら表示の内容と効果について十分な弁識能力 (!	��	���*

����	
��	�) を有する必要がある, という趣旨にでた規定とされ, それゆ

え, ドイツ民法は, 年少者ゆえに, また特別の障害 (例えば精神病) ゆえ

に, 通常の場合に即した弁識能力, 制御能力 (+����
��
����	
��	�) を

期待できないときに, 行為能力を否定している, と説明される (円谷・前

掲���頁)｡ 行為能力の規定は強行規定であり, また, 行為能力についての

善意は保護されない｡ したがって, 精神病患者, 年少者の不認識は, 法律

行為をする者の危険となる (������������%��!	��"§��#�$��,)｡

次に, 行為無能力者の意思表示の効力について規定したドイツ民法���

条が, ｢行為無能力者の意思表示は無効とする (１項)｡ 意識不明ないし心
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神喪失又は一過性の精神活動の障害の状態 (����� ���	
�� ��


������	��������	���
��
���
�������
�	�
���) で表示された意思

表示も, また, 無効とする (２項)｣ と規定している (確定的無効である)｡

�
�
��	�
�
����§���������§�� �������!�

以上の結果, ドイツ民法上は, 
) ７歳未満の者, 及び�) 精神活動の

病気的障害の "常況#にある者＜＝以上, ���条にいう者＞の意思表示,

ならびに, $) 病気以外の場合を含めて一過性の精神活動の障害の状況に

あった者＜＝以上, �� 条２項にいう者｡ なお, �� 条２項には, ���条２

号と比べた場合, �

���
%	�
という法文言上の限定がなく, それ以外の

精神活動の障害にも, その適用範囲が解放・拡張されている｡ 例えば, 大

酒を飲んだ場合, 麻薬を用いた場合でも, 同条にいう (病気ではない) 一

過性の精神活動の障害の状態になる＞の意思表示は, 無効にされる｡

もっとも, ���条２号にいう精神活動の病気的障害の "常況#にある者

について, その間 (常況中) に生じる正気の瞬間 (ラテン語の��$��


��	�
�
��
) には行為無能力は存在せず, そのような一時的正気回復時の

意思表示は有効である, と解されている｡

なお, これらの���条以下の規定は, 原則として, 私法におけるすべて

の法律行為に適用される (但し, 婚姻締結〈�&��'�'条, �'��条, �'��

条２項１文〉と, 遺言上作成〈�&�!�(�条, !!!)条, !!�*条〉には, 特

別規定があり,労働法においても修正がされている｡�
�
��	�
�
����§����

��� )｡ それだけでなく, ���条以下の規定は, 法律行為に類似する行為

(準法律行為) に対応して適用されるが, それとは反対に, ���条以下の規

定は, 事実行為には, 通常適用されないという (�
�
��	�
�
����§����

���()｡

さて, 以上のような行為無能力者等の意思表示の法的効果 (不確定的な

いし取消的無効ではなく, 確定的無効), その制度趣旨の説明を踏まえれ

ば, ドイツの行為無能力の議論は, わが国にいうところの意思無能力の議

論に相当するものになると考えられる｡ 現在の民法典には, 法律規定はな

いが (この点, 現在国会で審議中の民法改正案では, 同改正案３条の２が,

｢法律行為の当事者が意思表示をした時に意思能力を有しなかったときは,

その法律行為は, 無効とする｣ との規定が新設される＜潮見佳男 『民法

(債権関係) 改正法案の概要』 ２頁 (金融財政事情研究会!�� 年) 参照＞),

わが国の民法学説も, 私的自治 (意思自治) の原則を妥当させる前提・要

件として, 意思能力 (法律行為の意味を理解する能力) の存在を要求し,

判例・通説は, 意思能力＜例えば, 自己の行為の法的な結果を認識・判断

することができる能力であり, 例えば, 買主として売買契約を締結すると,

中京法学 �巻４号 (!��*年) ���(���)



買った物の所有権を取得し, 代わりに代金を支払う義務が生じることを認

識することができる能力＞がない者の意思表示は, (確定的・絶対的に)

無効になる, と解している｡

なお, ドイツ民法には, 行為無能力の制度 (������～���条) に加え

て, 制限行為能力の制度 (独立取引能力の制限の制度｡ ������条～���

条) が, 未成年者 (７歳以上�	歳未満) について存在する (ドイツにおい

て, 未成年者は, 制限行為能力者であり (���条), その未成年者がする,

たんに利益を得るのではない意思表示には法定代理人の同意が必要とされ

(��
条), その必要な同意がない場合, 当該契約は, 法定代理人の追認が

なければ有効にならず (��	条１項｡ 不確定的無効), 当該単独行為は, 無

効となる (���条｡ 確定的無効｡ 以上, 円谷・前掲���頁以下, ���, ���～

���頁参照)｡

(��) 
������������������������������§����������( !"�#�$#�)�

(��) ここに, %&��#����#����#�'&((#����)�( �#���!"#��*��#����*��

*#�#�+����
�§��������( !",���&,�'�) が引用されており, そこで

は, 自殺は (本来) 保険可能であるが免責とされていること, また����

では, そのことを前提に, 旧���条１文には, 仮に自殺が自由な意思決定

に基づかない場合にあっては, 遺族の生活保障という死亡保険の目的と抵

触する, そのような, ある許容的である客観的危険除外が規定されている,

と述べられている｡

(��) ���!'�����#���������������$	�������§�������
��	(-���#�)�

(�
) 不法行為上の責任能力に関する	�
条及び	�	条の規定は, 前述のとおり,

����
�条１項２文によって, 契約責任にも準用されている｡ ���!"#�#�

.&((#���� +�( ���*#���!"#� �#�#�+/�!"��$����������������§	�


����(-�*�#�)�

(�	) 行為無能力にかかる������条では, 行動 (意思決定) に対する期待可

能性という側面が扱われるのに対し, 責任無能力にかかる���	�
条では,

有責性, 非難可能性 (�#����,&����!"'#��) という側面が扱われ, 自殺

という事象は, どちらかといえば, 前者になじむからであろうか｡

なお, ���	�条のもとに議論される, 損害保険契約の保険契約者が精

神障害中に保険事故を招致した場合の免責関係については, ���	�
条を

引用して, 保険者の有無責を判断するとの議論がなされている｡ ����

!"#�#�.&((#����+�( ���*#���!"#��#�#�+/�!"��$����������������

§	�
����(-�*�#�)����!'�����#������0��§	���������(���(���)�

��(#��1��*"#�$�����0��§	������(1��*"#�$)�
�����������������0��

§	������(��(/����#�)�1��*"#�$�-��$�����!"#�#�.&((#����
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��� ����	
�����
�������
�
������ ���Ⅰ § �� �������������

(����
�������)�

(��) もっとも, その源流には, ロエスエルが用いた, ｢随意｣ 概念, ｢決断の

自由｣ 概念があるように思われるが, ロエスエルも説明するように, いず

れにしても, それは, 当時の欧州の各国の法に沿革をもっていることは明

らかである｡ 前注参照｡

( �) なお, すでに, ロエスエルも, 精神病, 思考力・知力の衰弱による, 随

意によらない自殺は, その行為者に責任を問えないものである, という理

由 (帰責性の欠如) で, 免責 (無効) にならない例外になる, と説明して

いたところでもある｡ 前注参照｡

( �) すでに, ロエスエルも ｢随意｣ 概念と故意概念とは, 区別し, 両者を

｢及び｣ でつなぐ, 別概念として把握していた｡ 前注参照｡

( �) 保険事例研究会レポート���号 (���!年) ��頁 (山下友信教授コメント)

でも, ｢自殺も故意の保険事故招致であり, 精神障害中であり自由な意思

決定能力が喪失されているとはいえない状況においては, 故意免責の根拠

たる信義則違反が認められる｣ とされている｡

もっとも, そのように, 信義則違反と評価・説明できるのであるが, し

かし, 精神障害中であるがなお自由な意思決定能力もある自殺における故

意の保険事故招致は, 他方で, 保険金目的の自殺, 保険金受取人の被保険

者故殺のごとき故意の事故招致とは, 程度に大きな違いがあることも否定

できない, という理由で, 信義則違反を免責の根拠とすることに何らかの

疑問も抱かれているようである｡ この点, 私見は, 本文のように自由な意

思決定の内容を把握し, それに沿って, ｢自己の利害得失判断で, 保険者

には不利な行動にでたこと｣ に対しては, ただちに, 信義則違反という評

価を与えてもよい, と考えている｡

( ") 死の選択についての利害得失判断は, 被保険者の動機と密接な関係にあ

る｡ このことにつき, 長谷川・前掲� �頁も, ｢動機の存否は, 被保険者本

人の自由意思による行為と評価される重要な要素である｣ とし, 原・前掲

�#頁も, また, ｢免責事由としての自殺該当性を判断するに当たっては自

殺の動機を主たる判断基準とすることが原則である……このように考える

ことが, 精神障害・疾患に起因する ｢自殺｣ の免責を認めないことを, 自

由な意思決定の阻害に根拠づける, 一般的な立場にもっとも整合的である

からである｣ としている (そのほか, 同�!頁も参照)｡ 私見も, 本文に述

べた判断枠組みが示すとおり, これまで以上に, 動機面に着眼し, またそ

れを重視する判断が行われていくべきと考える｡

( �) すでに, ロエスエルの ｢随意｣ 概念も, ｢思力知力の衰弱｣ で有責 (例

中京法学 �巻４号 (���#年) ���(���)



外) を認める, というものであり, それは, 狭隘な概念ではなかった｡ 前

注参照｡

(��) 証明責任分配に関し, 故意と自由な意思決定能力は別個の概念である,

と明言した上, 結果的に, 例外則にあたる自殺であるとの証明責任を保険

金請求者の側に課す裁判例 (いわゆる再抗弁説に立つ裁判例) が, 最近,

現れるようになった｡ これまで, 故意と自由な意思決定能力は別個の概念

である, と明言する裁判例は, おそらくなかったのではないかと思われる

が, 東京高判平成��年３月９日 [平成��年 (ネ) 第����号] (判例集未搭載：

保険事例研究会レポート���号	�頁参照) は, ｢故意と自由な意思決定能力

とは別個の概念であり, 自由な意思決定能力の喪失は故意を阻却する特段

の事情と解するのが相当である｣ として (また, 正確には, 前記の理由に

｢被保険者が精神障害によりその自由な意思決定能力を喪失ないし著しく

減弱させた状態で自殺をしたものであるかどうかについての判断要素は,

被保険者側の事情に大きく係るものであるから｣ という理由を加えて), 例

外則にあたる自殺である, との証明責任を保険金請求者の側に課している｡

その判断の限りにおいて, 相当であると考える (ただし, 同判決が,

｢自殺の該当性すなわち被保険者が自身の生命を絶つことを意識し目的と

していたことまでを抗弁事由として主張立証しなければならないと｣ の主

張は, ｢採用できない｣ とする判示部分には, 賛成しない｡ 理由は, 本文

に示したとおりである)｡

なお, 西原慎治 ｢生命保険契約における精神障害状態での自殺の立証責

任に関する一考察｣ 生命保険論集	��号	�
～			頁 (��	�年) は, わが国

には, ドイツとは異なり, 制定法上に, 例外則にかかる規律そのものが存

在しないことから, 本文のような証明責任分配の解釈が当然に導かれるも

のではない, として慎重な立場をとる｡

(��) [付記] 本稿脱稿後, 白井正和 ｢生命保険における被保険者の精神障

害中の自殺｣ 江藤憲治郎先生 古稀記念 『企業法の進路』 (有斐閣��	�年)

に接した｡

精神障害中の自殺有責法理の研究 (�岐)���(���)


